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奈良市長 仲 川 元 庸 様

奈良市監査委員 東 口 喜代一

同 中 本 勝

令和２年度奈良市一般会計及び特別会計決算審査意見書の提出について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定により審査に

付された、令和２年度奈良市一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算について審査

した結果、次のとおりその意見書を提出します。









第第１１ 審審 査査 対対 象象

一般会計及び特別会計決算

令和２年度奈良市一般会計歳入歳出決算

同 奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計歳入歳出決算

同 奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

同 奈良市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

同 奈良市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算

同 奈良市介護保険特別会計歳入歳出決算

同 奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計歳入歳出決算

同 奈良市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

同 奈良市各会計別歳入歳出決算事項別明細書

同 奈良市各会計別実質収支に関する調書

同 奈良市財産に関する調書

第第２２ 審審 査査 期期 間間

令和３年６月２９日から同年８月１６日まで

第第３３ 審審 査査 方方 法法

各歳入歳出決算書及び附属書類について、会計管理者所管の歳入歳出実績表、

その他関係帳票の照合等を行うとともに、関係者から説明を求め、併せて定期

監査及び例月現金出納検査の結果を参考として審査を実施した。

第第４４ 審審 査査 結結 果果

審査に付された各会計決算書等は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、計数は正確であると認められた。

また、予算執行状況については、おおむね適正であると認められた。

審査結果に付して記述すべき意見は、次のとおりである。
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１１ 総総 括括

⑴ 決算状況

一般会計と特別会計を合わせた、歳入決算額は 億 万 千円、歳出決

算額は 億 万 千円で、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式

収支額は 億 万 千円の黒字となり、形式収支額から翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支額は 億 万 千円の黒字となった。

会計別では、一般会計の歳入決算額は 億 万 千円、歳出決算額は

億 万 千円で、形式収支額は 億 万 千円、実質収支額は 億

万 千円となり、いずれも黒字となった。なお、黒字額のうち 億円が財

政調整基金に積み立てられ、残額が歳計剰余繰越金として翌年度へ繰り越され

ている。

特別会計の歳入決算額は 億 万 千円、歳出決算額は 億 万 千

円で、形式収支額は 億 万 千円、実質収支額は 億 万 千円となり、

いずれも黒字となった。

決算状況    （単位：円）

会計別 歳入決算額 歳出決算額 形式収支額
翌年度へ繰り

越すべき財源
実質収支額

一般会計

特別会計

合 計
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⑵ 財務分析

普通会計（個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっていることにより、

財政比較や統一的な掌握をするために用いられる会計区分）の決算額に基づいて

財政力指数及び経常収支比率について分析した結果は、次のとおりである。

財務分析
     

区 分 年度 元年度 年度 年度 年度
元年度

中核市平均

財 政 力 指 数

（ か 年 平 均 ）

経常収支比率（％）

注 （単位：千円）

基準財政収入額

財政力指数 ＝ ───────────────────

（ か年平均 基準財政需要額

参考（単年度指数）

令和 元年度

平成 年度

経常収支比率 経常経費充当一般財源

＝ ───────────────────────────────────── ×

経常一般財源 ＋ 減収補塡債特例分 ＋ 臨時財政対策債 ＋ 猶予特例債

ア 財政力指数

財政力指数は、基準財政収入額（普通交付税の算定に用いるもので、標準

的な状態で徴収が見込まれる税収入等を一定の方法で算定した額）の基準

財政需要額（普通交付税の算定に用いるもので、合理的かつ妥当な水準で行

政を運営した場合にかかる経費を一定の方法で算定した額）に対する割合

で、地方公共団体の財政上の能力を示す指数をいう。この指数が大きいほど

財政力が強いとみることができ、「 」を超える団体は普通交付税の不交付

団体であって、超えた分だけ通常水準を超えた行政活動をすることが可能

となり、それだけ余裕財源を保有していることになる。

本年度は、前年度に比べ単年度指数及び か年平均ともに低下した。単年

度指数が低下した理由は、社会福祉費の増加等により、基準財政需要額が前

年度に比べ 億 万 千円増加したことによるものである。
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イ 経常収支比率

経常収支比率は、財政構造における弾力性を判断するために用いられる

指標で、経常経費（人件費、扶助費、公債費等の義務的性格をもつ経費）

に経常一般財源（市税及び地方交付税等の収入）や減収補塡債特例分、臨

時財政対策債及び猶予特例債がどの程度充当されているかを示すもので、

当該比率が高いほど、経常経費以外に使える財源に余裕がないことを表し

ている。

本年度は ％で、前年度に比べ ポイントの改善はみられたものの、

依然として、中核市の中において最下位レベルで推移している。

経常収支比率が低下した主な理由は、地方消費税交付金、地方交付税の

増加等により、分母を構成する経常一般財源が、前年度に比べ 億 万

円増加したことによるものである。なお、本年度は、新型コロナウイルス

感染症（以下「コロナ」という。）の影響による収入減対策として、市税

を一時的に徴収猶予することに伴う猶予特例債が創設されたこと及び減収

補塡債の対象税目が追加されたことにより、税収入等が大きく減少したこ

とによる経常収支比率への影響が打ち消されている。

⑶ 市債の状況

一般会計と特別会計を合わせた年度末未償還元金の合計額は、 億

万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。なお、本年度は庁舎耐震

化工事、新斎苑建設事業といった大型公共工事等の実施に伴い市債を発行した

ことにより、市債残高が前年度に比べ 年ぶりの増加となった。

一般会計の発行額は 億 万円であり、主なものは、臨時財政対策債

億 万円、街路事業債等の土木債 億 万円、庁舎等施設整備事業債等

の総務債 億 万円である。なお、前述の減収補塡債が 億 万円、猶

予特例債が 億 万円発行されている。

特別会計の発行額は 億 万円であり、全額が土地区画整理事業債であ

る。
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市債の状況  （単位：円・％）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減 増減比率

一
般
会
計

元 金 償 還 金

利 子 △ △

計

発 行 額

年 度 末

未 償 還 元 金

特
別
会
計

元 金 償 還 金 △ △

利 子 △ △

計 △ △

発 行 額

年 度 末

未 償 還 元 金

合

計

元 金 償 還 金

利 子 △ △

計 △ △

発 行 額

年 度 末

未 償 還 元 金

年度末未償還元金の内訳  （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

ア 臨 時 財 政 対 策 債

イ
第 三 セ ク タ ー 等

改 革 推 進 債
△

ウ ア ・イ 以外 の市 債

合 計
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【 凡例】
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⑷ 予算流用の状況

一般会計と特別会計を合わせた予算流用額は、 億 万 千円で、前年度

に比べ 億 万 千円増加した。

予算流用の主な内容は、一般会計では、土木費における街路事業費の大和都

市計画道路事業奥柳登美ヶ丘線等に係る工事請負費への流用 億 万 千円、教

育費における学校給食費において、コロナ拡大防止のため小・中学校を臨時休

業したことによる給食事業者への材料費等の補償を行うための補償補塡及び

賠償金への流用 億 万 千円、土木費における街路事業費の大和都市計画

道路事業西大寺一条線及び西大寺東線等に係る委託料への流用 万 千円

である。

特別会計では、土地区画整理事業特別会計におけるＪＲ奈良駅南地区土地区

画整理事業費の発掘調査委託等に伴う委託料への流用 万 千円、介護保険

特別会計における高額介護サービス等費の負担金補助及び交付金への流用

万 千円である。

予算流用の状況   （単位：円・件）

会 計 別
年 度 元 年 度 比 較 増 減

金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数

一 般 会 計

特 別 会 計 △

合 計

⑸ 不用額の状況

一般会計と特別会計を合わせた不用額は、 億 万 千円で、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。

不用額の主な内容は、一般会計では、民生費における生活保護費で、支給が

見込みより少なかったことによる扶助費 億 万円、土木費における街路事

業費で、国からの補助金等が認められず事業が実施できなかったことなどによ

る補償補塡及び賠償金 億 万 千円及び工事請負費 億 万 千円、民生

費における国民健康保険会計繰出金で、保険給付費の執行が見込みを下回った
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ことによる繰出金 億 万 千円、土木費における道路橋梁新設改良費で、

地元関係者との協議不調により事業を実施しなかったことなどによる工事請

負費 億 万 千円である。

また、特別会計では、国民健康保険特別会計における一般被保険者療養給付

費の負担金補助及び交付金 億 万 千円、介護保険特別会計における介護

サービス等諸費の負担金補助及び交付金 億 万 千円である。

不用については、一般的に効率的な事務執行により生じる場合と予算計上の

際の積算が十分でなく生じる場合に区分されるが、本年度における不用の主な

ものは、これら二つのいずれにも該当しないもので、コロナの影響を受けた事

業の縮小又は中止及び国からの補助金等の認証減といった外的要因によるも

のが多く見受けられた。

外的要因のような不確定要素もあるが、限られた財源がより有効な事業へ効

果的に配分されるよう今後とも見積りには慎重を期されるとともに、所期の目

的を達成した上での、効率的な事務執行による執行額の抑制を図られたい。

不用額の状況  （単位：円）

会 計 別 年 度 元 年 度 比 較 増 減

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

⑹ その他の事項

ア 未収債権については、市税 億 万 千円、国民健康保険料等の税外債

権 億 万 千円、合計 億 万 千円となり、前年度に比べ 億 万

千円増加した。

税外債権については、債権回収業務の委託が可能とされている債権のうち、

債権回収の可能性が高いものを対象に、本年度から弁護士法人への回収等の

業務委託が行われ、本年度の回収報告額は 万 千円、回収不能報告額は

万 千円であった。

各債権所管課においては、今後も債権回収対策本部や専門知識を有する者

と連携し、より一層未収債権の削減に努められたい。
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イ 前年度からの滞納繰越の調定処理において、前年度決算における収入未済

額と一致していない事例が見受けられた。前年度決算における収入未済額と

本年度の調定額が一致するかを確認した上で、奈良市会計規則（昭和 年奈

良市規則第 号）の規定に基づき、遺漏なく調定処理を行い、適正な債権管理

を徹底されたい。

ウ 施設修繕において、短期間に同一の業者と少額の随意契約を複数回行って

いるが、一括で発注すると予定価格が競争入札を必要とする額になるものが

散見された。地方公共団体の契約方法は、一般競争入札が原則であり、随意

契約は法令等の規定に合致した場合にのみ行うことができる例外であるこ

とを踏まえ、意図的、恣意的に契約を分割しているのではないかとの疑念を

もたれるような行為は厳に慎み、契約方法に合理的な理由があるのかどうか

を今一度確認し、適正な予算執行を心掛けられたい。

エ 所掌事務に関連する条例について、誤って改正前の情報により事務処理が

行われた事例が散見された。法令等の改正による単価や率の変更及び事務の

取扱いの変更等の最新情報に注意を払い、適正な事務執行に努められたい。

オ 各種団体に交付する補助金について、補助金交付団体からの補助事業実績

報告時に、所管課は収支決算書を徴取しているが、外部証拠資料である領収

書の原本との突合による計数確認を行っていない事例が散見された。

収支決算書が正確に作成されているかを適正に審査するため、実績報告の

際には収支決算書に加えて領収書の原本提示を求め、補助金が対象経費に確

実に支出されたかどうかを確認し、その上で収支決算書と領収書の原本とを

突合する必要がある。

また、補助金の交付にあたっては、漫然と前例踏襲することなく、社会経

済情勢から補助金交付自体の必要性を十分に精査し、また、補助金の効果に

ついて可能な限り指標等を用いて評価するなど、補助金交付の妥当性につい

て適正に判断されたい。
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２２ 一一 般般 会会 計計

⑴ 歳入

本年度の歳入決算状況は次表のとおりである。

歳入決算状況 （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

予算現額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、調

定額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、収入済額

は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円、不納欠損額は 億

万 千円で、前年度に比べ 万 千円と、いずれも増加した。また、収

入未済額は 億 万 千円で、こちらも前年度に比べ 億 万 千円増加

した。

歳入決算額の財源構成は、次表のとおり、自主財源は 億 万 千円（構

成比率 ％）で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。これは主に、市

民税等の市税収入が減少したことによるものである。

一方、依存財源は 億 万 千円（構成比率 ％）で、前年度に比

べ 億 万 千円増加した。これは主に、「新型コロナウイルス感染症緊

急経済対策」として実施された 人当たり 万円の特別定額給付金事業に係る

給付事業費補助金等の国庫支出金が増加したことによるものである。

なお、前述のように、主たる自主財源である市税収入が大幅に減少してい

るが、標準税収入額を下回ることに対して減収補塡債が、また、徴収猶予に

伴う減収に対して猶予特例債が発行されている。
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参考図 財源構成

（注） 自主財源中の「その他」の内訳：

依存財源中の「その他」の内訳：

寄附金、繰入金、繰越金

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

法人事業税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、

国有提供施設等所在市町村助成交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

年度 元年度

合計 億 万円 合計 億 万円

分 担 金

及 び 負 担 金

・

使 用 料

及 び 手 数 料

市 税

地 方 交 付 税

国・県支出金

市 債

そ の 他

地方消費税交付金

依

存

財

源

自

主

財

源

そ の 他

財 産 収 入

・

諸 収 入
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市税の決算状況は次のとおりである。

市税の決算状況 （単位：円）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

合 計

ア 調定額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

これは主に、株式譲渡所得に係る分離課税所得の減少及び法人市民税の税率

引下げによるものである。

イ 収入済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

これは主に、前述の理由による調定額自体の減少に加え、地方税法改正によ

り新たに規定された、「新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例」

に基づく徴収猶予額が、 億 万 千円あったことによるものである。

なお、徴収率は現年課税分が ％で、前年度に比べ ポイント、滞納

繰越分が ％で、前年度に比べ ポイント、全体の徴収率は ％で、

前年度に比べ ポイントと、いずれも低下した。

徴収率 （単位：％）

区 分 年度 元年度 年度 年度 年度

徴 収 率

内
訳

現年課税分

滞納繰越分
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ウ 市税の不納欠損状況 （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

市 民 税

（個 人 ）

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

計

市 民 税

（法 人 ）

現 年 課 税 分 ―

滞 納 繰 越 分 △

計 △

固定資産税

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分

計

軽自動車税

（ 種 別 割 ）

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分

計

事 業 所 税

現 年 課 税 分 ― ― ―

滞 納 繰 越 分 ― △

計 ― △

都市計画税

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分

計

合 計

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

計

合計の内訳

即時消滅によるもの

執行停止中の消滅

時 効 に よ る も の
△

執行停止後 年

経 過 に よ る も の

消滅時効によるもの

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円増加した。こ

れは主に、固定資産税の滞納繰越分における不納欠損額が増加したことに

よるものである。
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エ 市税の収入未済状況 （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

合 計

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円増加した。

これは主に、前述の特例に基づく徴収猶予額が増加したことによるもので

ある。

市税については、ここ数年来、調定額及び収入済額ともに増加傾向にあ

ったが、本年度においてはコロナの影響もあり、大幅な減収となった。

市税の決算状況推移
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市税以外の自主財源の主なものは、学校給食費収入等の諸収入 億

万 千円、一般廃棄物処分手数料等の使用料及び手数料 億 万 千円、

歳計剰余繰越金等の繰越金 億 万 千円である。

なお、本年度においては、ほとんどの自主財源が前年度に比べ減少してい

るが、近鉄大和西大寺駅南側市有地売払い等の財産収入が 億 万 千円

あり、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

また、高齢者福祉推進のための 万円、コロナ対策支援のための

万円、学校教育活動のための 万円といった高額寄附をはじめ、特別定

額給付金を給付する際に改めて呼び掛けた、心のふるさと応援寄附金等の寄

附金が 億 万 千円あり、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

市税以外の不納欠損額及び収入未済額は、次表のとおりである。

市税以外の不納欠損額及び収入未済額 （単位：円）

区 分
年 度 元 年 度 比 較 増 減

不納欠損額 収入未済額 不納欠損額 収入未済額 不納欠損額 収入未済額

負 担 金 △ △

使 用 料 △ △

手 数 料 △ △

財産運用収入 ― ― ―

延滞金・加算金

及 び 過 料
― △ ―

貸 付 金

元 利 収 入
― △ △

雑 入 △

合 計 △

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円増加した。不納

欠損額の主なものは、雑入における生活保護法（昭和 年法律第 号）第

条の徴収金及び第 条の返還金である。

また、収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円減少

した。収入未済額の主なものは、雑入における生活保護法第 条の徴収金及

び第 条の返還金である。

引き続き適切な債権管理に努められたい。
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⑵ 歳出

本年度の歳出決算状況は、次表のとおりである。

歳出決算状況  （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

予 算 現 額

支 出 済 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

予算現額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、支出

済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、翌年度繰越額

は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、不用額は 億

万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円と、いずれも増加した。

歳出決算額の性質別構成は、別表のとおり、義務的経費は 億 万 千

円（構成比率 ％）、投資的経費は 億 万 千円（構成比率 ％）、

その他の経費は 億 万 千円（構成比率 ％）となっている。

義務的経費は、前年度に比べ 億 万 千円増加しており、その内訳は次

のとおりである。

ア 人件費は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

これは主に、本年度から会計年度任用職員制度を導入したことにより、これ

まで物件費に計上されていた臨時職員等の賃金等が、報酬等として人件費に

計上されたことによるものである。

イ 扶助費は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

これは主に、低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金を

給付したことにより、母子福祉費及び児童措置費の扶助費が増加したことに

よるものである。

ウ 公債費は 億 万 千円で、前年度に比べ 万円増加した。これは

主に、臨時財政対策債等の市債の償還額が増加したことによるものである。
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投資的経費は、前年度に比べ 億 万 千円増加しており、普通建設事業

費の主な内容は、次のとおりである。

ア 大和都市計画道路事業西大寺一条線及び西大寺東線に伴う土地代金等の

街路事業費が 億 万 千円

イ 本庁舎耐震改修その他工事等の庁舎等施設整備事業費が 億 万 千

円

ウ 新斎苑等整備運営事業設計・施工一括型工事等の保健衛生施設整備事業費

が 億 万 千円

エ 橋梁耐震補強工事（東部第 号線）等の道路橋梁新設改良事業費が 億

万 千円

オ 鳥見小学校校舎トイレ改修工事等の小学校施設整備事業費が 億 万

千円

その他の経費は、前年度に比べ 億 万 千円増加しており、その主な

内訳は次のとおりである。

ア 物件費は 億 万円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。こ

れは主に、本年度から会計年度任用職員制度を導入したことにより、これま

で物件費に計上されていた臨時職員等の賃金等が、報酬等として人件費に計

上されたものの、コロナの影響に対する経済対策としてプレミアム付商品券

発行業務委託等を行ったことによるものである。

イ 補助費等は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加し

た。これは主に、コロナの影響に対する生活支援のために、 人当たり 万円

の特別定額給付金を給付したことによるものである。

ウ 繰出金は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円増加した。これ

は主に、土地区画整理事業特別会計への繰出金が減少したものの、介護保険

特別会計への繰出金が増加したことによるものである。
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なお、国費を活用したコロナ対策関連の様々な事業が実施されてり、主なも

のは次表のとおりである。

特別定額給付金事業 （単位：円）

事 業 名 事 業 費

特別定額給付金事業

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した主な事業

（単位：円）

事 業 名 事 業 費

プレミアム付商品券発行事業

スクール構想（児童生徒 人１台端末の整備事業）

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金

感染症対策検査体制整備事業

新生児子育て応援特別給付金事業

学校保健特別対策事業費補助金

医療従事者等への慰労金としての商品券配付事業

新型コロナウイルス感染症対応体制拡充事業

リモートアクセス、窓口対応非接触システム導入事業

安心安全な観光体制整備事業
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別表 性質別構成   （単位：円・％）

区 分

年 度 元 年 度 比 較 増 減

金 額
構成

比率
金 額

構成

比率
金 額

構成

比率

義
務
的
経
費

人 件 費 △

扶 助 費 △

公 債 費 △

小 計 △

投
資
的
経
費

普通建設事業費

災害復旧事業費

小 計

そ
の
他
の
経
費

物 件 費 △

維 持 補 修 費 △

補 助 費 等

積 立 金

貸 付 金 △

繰 出 金 △

小 計

合 計 ―
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参考図 性質別構成

（ 注 ） 「 そ の 他 」 の 内 訳 ： 積 立 金 、 貸 付 金

億 万円 億 万円

億 万円
億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

万円

万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円

億 万円
億 万円

年度 元年度

人 件 費

義

務

的

経

費

扶 助 費

公 債 費

普通建設事業費

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等

繰 出 金

そ の 他

投 資 的

経 費

そ

の

他

の

経

費

災害復旧事業費

合計 億 万円合計 億 万円
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款別 目的別 執行状況は、次表のとおりである。

款別 目的別 執行状況    （単位：円・％）

款 予 算 現 額 支 出 済 額 執行率
構成

比率
翌年度繰越額 不 用 額

議 会 費 ―

総 務 費 明許

民 生 費 明許

衛 生 費 明許

労 働 費 明許

農林水産業費 明許

商 工 費 明許

観 光 費 ―

土 木 費 明許

消 防 費 明許

教 育 費 明許

災害復旧費 ―

公 債 費 ―

諸 支 出 金 ―

予 備 費 ― ― ― ―

合 計 明許

（注）翌年度繰越額の「明許」は繰越明許費である。
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翌年度への繰越しの状況は、次表のとおりである。

繰越明許費 （単位：円）

款 項 事 業 名 翌年度繰越額

総 務 費

総 務 管 理 費

入 札 事 務 経 費

文 書 管 理 経 費

自 治 会 等 活 動 推 進 経 費

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業

企 画 費

総 合 計 画 関 係 経 費

東 部 地 域 振 興 経 費

地 域 活 性 化 推 進 経 費

環 境 政 策 経 費

民 生 費

社 会 福 祉 費
意 思 疎 通 支 援 事 業 経 費

障 害 者 福 祉 施 設 整 備 事 業

児 童 福 祉 費

児 童 福 祉 事 務 経 費

被 虐 待 児 童 対 策 経 費

新生児子育て応援特別給付金事業経費

認 定 こ ど も 園 運 営 管 理 経 費

保 育 所 運 営 管 理 経 費

学 童 保 育 経 費

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業

衛 生 費

保 健 衛 生 費
予 防 接 種 経 費

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業

清 掃 費

クリーンセンター建設計画策定経費

工 場 維 持 補 修 経 費

清 掃 施 設 整 備 事 業

労 働 費 労 働 諸 費 奈良市勤労者総合福祉センター運営管理経費

農林 水産業 費 農 林 費 土 地 基 盤 整 備 事 業

商 工 費 商 工 費

企 業 誘 致 推 進 経 費

な ら 工 藝 館 運 営 管 理 経 費

商 工 施 設 整 備 事 業
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土 木 費

道 路 橋 梁 費
定 期 点 検 経 費

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業

河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業

都 市 計 画 費

景 観 歴 史 ま ち づ く り 経 費

街 路 事 業

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 付 近 連 続 立 体 交 差 事 業

公 園 事 業

消 防 費 消 防 費 消 防 施 設 整 備 事 業

教 育 費

教 育 総 務 費

不 登 校 児 童 生 徒 サ ポ ー ト 事 業 経 費

小 中 一 貫 校 施 設 整 備 事 業

教 育 振 興 施 設 整 備 事 業

小 学 校 費
小 学 校 運 営 管 理 経 費

小 学 校 施 設 整 備 事 業

中 学 校 費
中 学 校 運 営 管 理 経 費

中 学 校 施 設 整 備 事 業

高 等 学 校 費
高 等 学 校 運 営 管 理 経 費

高 等 学 校 施 設 整 備 事 業

社 会 教 育 費

指 定 文 化 財 補 助 経 費

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業

文 化 財 整 備 事 業

合 計

翌年度繰越額は 億 万 千円で、全額が繰越明許費であり、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。

繰越明許費の主な理由は次のとおりである。

ア 衛生費の保健衛生施設整備事業において、新斎苑整備事業が地元との調

整等に不測の日数を要したためである。

イ 教育費の小中一貫校施設整備事業において、平城西中学校区小中一貫校

校舎建設事業が、コロナの影響により、関係機関との調整に不測の日数を
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要したためである。

ウ 土木費の街路事業において、六条奈良阪線街路整備社会資本整備総合交

付金事業等が関係機関との調整に不測の日数を要したためである。

予備費充当の状況は、次表のとおりである。

予備費充当額    単位 千円

款

節
総務費 衛生費 商工費 消防費 教育費 合 計

旅 費 ― ― ― ―

需 用 費 ― ―

役 務 費 ― ― ―

委 託 料 ― ―

備 品 購 入 費 ― ― ―

扶 助 費 ― ― ― ―

負 担 金 補 助

及 び 交 付 金
― ― ― ―

補償補塡及び

賠 償 金
― ― ― ―

合 計

予備費は、当初予算で 万円、 月臨時議会における補正予算で 億円が

計上され、そのうち 億 万 千円が充当された。主なものは、衛生費におけ

るコロナ予防対策のためのマスク、アルコールジェルなどの消耗品費 万

円、コロナに係る 検査機器等購入のための備品購入費 万 千円、コロ

ナ対策のための地域外来・検査センター（ドライブスルー方式）業務運営等

の委託料 万 千円及び教育費におけるコロナ予防対策用の加湿器購入の

ための備品購入費 万 千円である。
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３３ 特特 別別 会会 計計

特別会計は、住宅新築資金等貸付金特別会計ほか 会計で、会計別の決算状況は、

次表のとおりである。

会計別の決算状況    （単位：円）

会 計 別 歳入決算額 歳出決算額 形式収支額
翌年度へ繰り

越すべき財源
実質収支額

住 宅 新 築 資 金 等

貸 付 金 特 別 会 計
△ ― △

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計
―

土 地 区 画 整 理

事 業 特 別 会 計
―

市 街 地 再 開 発

事 業 特 別 会 計
― ― ―

介 護 保 険

特 別 会 計
―

母子父子寡婦福祉資金

貸 付 金 特 別 会 計
―

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計
―

合 計

また、一般会計からの繰入金及び市債の状況は次表のとおりである。

一般会計からの繰入金  （単位：円）

会 計 別 年 度 元 年 度 比 較 増 減

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 △

市 街 地 再 開 発 事 業 特 別 会 計 △

公 共 用 地 取 得 事 業 特 別 会 計 ― △

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

合 計
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市債の状況   （単位：円）

区 分 前年度末未償還元金 発行額 元金償還額 本年度末未償還元金

住宅新築資金等貸付事業債 ― ―

土 地 区 画 整 理 事 業 債

市 街 地 再 開 発 事 業 債 ― ―

母 子 父 子 寡 婦 福 祉

資 金 貸 付 事 業 債
―

合 計

⑴ 住宅新築資金等貸付金特別会計

本年度は、歳入決算額 万 千円、歳出決算額 億 万円で、差引き 億

万 千円の不足が生じているため、翌年度歳入の繰上充用金によって補塡

されている。

歳入決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

県 支 出 金

諸 収 入 △

合 計

歳出決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

住宅新築資金等貸付事業費

公 債 費 △

繰 上 充 用 金 △

合 計 △

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合（以下「回収管理組合」という。）

で回収され、市に返戻された貸付金の内訳は、現年度分 万 千円（徴収率

％）、滞納繰越分 万 千円（徴収率 ％）となっている。徴収率につ

いては、滞納繰越分はもちろん現年度分においても低い状況であり、収入未
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済額が多額である。

なお、本年度は、回収管理組合が回収の見込みがないと判定し、返還処理

を行った債権 件、 万 千円が不納欠損処分されている。そのことにより、

不納欠損処分された債権の 分の にあたる 万 千円が、県から住宅新築

資金等貸付助成事業補助金として交付されている。

また、本年度の市債の元金償還額は 万円で、これをもって本市債の償還

は終了した。

住宅新築資金等貸付金元利収入及び回収管理組合返戻金の収入状況 （単位：円・％）

区 分 調定額 収入済額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

年

度

住宅新築資

金等貸付金

元 利 収 入

滞 納 繰 越 分 ― ― ―

回 収 管 理

組合返戻金

元利金

返戻金

現年度分 ―

滞納繰越分 ―

合 計 ―

元

年

度

住宅新築資金等貸付金元利収入 ― ― ―

回 収 管 理 組 合 返 戻 金 ―

比

較

増

減

住宅新築資金等貸付金元利収入 ― ― ―

回 収 管 理 組 合 返 戻 金 △ △ △ ― △

⑵ 国民健康保険特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、

差引き 億 万 千円の黒字となった。黒字額のうち、億 万円が国民健

康保険財政調整基金に積み立てられ、残額は国庫支出金等の精算に伴う、翌年

度における返還金の一部として支出することになる。

本年度末の国民健康保険の世帯数及び被保険者数の状況は、次表のとおりで

ある。
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国民健康保険の世帯数及び被保険者数の状況 （単位：世帯・人）

区 分 年度末現在 元年度末現在 比 較 増 減

世 帯 数 △

被 保 険 者 数 △

歳入決算額
 

（単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

国 民 健 康 保 険 料 △

使 用 料 及 び 手 数 料 △

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 △

財 産 収 入 △

繰 入 金 △

繰 越 金

諸 収 入 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

総 務 費

保 険 給 付 費 △

事 業 費 納 付 金 △

共 同 事 業 拠 出 金 △

保 健 事 業 費 △

基 金 積 立 金 △

諸 支 出 金

合 計 △
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本年度の歳入決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円

減少した。これは主に、コロナの影響で収入が減少するなどした被保険者に係る

国民健康保険料の減免に対する財政支援により国庫支出金が増加したものの、

保険給付費の減少に伴い県支出金が減少したことによるものである。

国民健康保険料の収入状況  （単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不 納 欠 損 額 収入未済額

年

度

医 療 給

付 費 分

現年度分 ―

滞納繰越分

介 護 納

付 金 分

現年度分 ―

滞納繰越分

後期高齢者

支援金等分

現年度分 ―

滞納繰越分

合 計

現年度分 ―

滞納繰越分

計

元

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △ △ △

一般被保険者返納金 注 の収入状況 （単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴 収 率 不 納 欠 損 額 収 入 未 済額

年

度

現 年 度 分 ―

滞 納 繰 越 分

合 計

元

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △ △

注 国民健康保険の資格喪失後受診等、法律上正当な理由がないにもかかわらず、国民健康保険から不当に保険給付費

（医療機関窓口での現物給付を含む。）を受給した者に対して行う返還請求
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本年度の国民健康保険料の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比べ

億 万円減少した。これは主に、コロナの影響により事業収入等が減少し

た被保険者に対し、保険料の減免措置を行ったことなどによるものである。

なお、減免相当額は、国からの国民健康保険災害等臨時特例補助金及び特別

調整交付金で補塡されている。

また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。財源の確保及

び負担の公平性の観点からも、未収債権については、引き続き徴収の努力を要

望する。

一般会計からの繰入金  （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 △

出 産 育 児 一 時 金 等 繰 入 金

財政安定化支援事業繰入金

合 計 △

歳入決算額のうち、一般会計からの繰入金は、 億 万 千円で、前年度に

比べ 万 千円減少した。これは主に、保険基盤安定繰入金が減少したこと

によるものである。

本年度の歳出決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円

減少した。これは主に、保険給付費が減少したことによるものである。

歳出決算額の主なものは、保険給付費 億 万 千円で、前年度に比べ

億 万 千円減少した。これは主に、コロナの影響による受診控えなどに

より、医療費が減少したことによるものである。

―  33  ―



⑶ 土地区画整理事業特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、

差引き 万 千円は、繰越明許費の財源として翌年度へ繰り越されている。

歳入決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

国 庫 支 出 金

保 留 地 処 分 金 収 入

繰 入 金 △

繰 越 金 △

諸 収 入 ― △

市 債

合 計

歳出決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

西 大 寺 駅 南 地 区

土 地 区 画 整 理 事 業 費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区

土 地 区 画 整 理 事 業 費
△

公 債 費 △

合 計

繰越明許費 （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

西 大 寺 駅 南 地 区

土 地 区 画 整 理 事 業 費
△

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区

土 地 区 画 整 理 事 業 費

合 計 △
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本年度の歳入決算額は、前年度に比べ 億 万 千円増加した。これは主

に、保留地処分金収入が増加したことによるものである。

歳入決算額の主なものは、市債が 億 万円、国庫支出金が 億 万

円及び保留地処分金収入が 件で 億 万 千円となっている。

本年度の歳出決算額は、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

歳出決算額の内訳は、西大寺駅南地区土地区画整理事業費 億 万 千円、

ＪＲ奈良駅南地区土地区画整理事業費 億 万 千円及び公債費 億 万

千円となっている。

西大寺駅南地区土地区画整理事業費においては、南北自由通路の完成により

歩行者等にとっての南北分断が解消され、更に南口駅前広場の完成により自動

車での駅へのアクセスが容易になり、奈良の玄関口として交通の利便性が高ま

ったと考えられる。

また、本年度の市債の元金償還額は 億 万円で、その結果、元金の年度

末残高は 億 万 千円となった。

翌年度繰越額は繰越明許費 億 万 千円であり、前年度に比べ 億

万 千円減少した。

繰越しの主な理由は、ＪＲ奈良駅南地区土地区画整理事業費において、地権

者等の補償交渉に不測の日数を要したことに伴い、支障物件調査、建物移転補

償、発掘調査、宅地整地工事に遅れが生じたことによるものである。

本年度の事業進捗率は、近鉄西大寺駅南土地区画整理事業については、令和

年度までの事業計画で となり、前年度に比べ ポイント、ＪＲ奈良駅

南特定土地区画整理事業については、令和 年度までの事業計画で となり、

前年度に比べ ポイント、いずれも上昇した。

ＪＲ奈良駅周辺地域における整備事業については、今後も引き続き進捗に向

けての努力を要望する。
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⑷ 市街地再開発事業特別会計

本会計は、西部出張所及び西部会館駐車場における建設費用の市債を償還す

る特別会計である。

本年度は、歳入決算額、歳出決算額とも 万 千円となっている。

歳入は一般会計からの繰入金であり、歳出は市債の償還に要する経費である。

本年度の市債の元金償還額は 万 千円で、これをもって本市債の償還は

終了し、本会計は本年度をもって廃止された。

歳入決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

繰 入 金 △

合 計 △

歳出決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

公 債 費 △

合 計 △

⑸ 介護保険特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、

差引き 億 万 千円の黒字となった。黒字額のうち、 億円が介護給付費準

備基金に積み立てられ、残額の一部は国庫支出金等の精算に伴う、翌年度にお

ける返還金として支出することになる。

本年度末の第 号被保険者数及び要介護（要支援）認定者数の状況は、次表の

とおりである。

第 号被保険者数の状況    （単位：人）

区 分 年度末現在 元年度末現在 比 較 増 減

第 号 被 保 険 者 数
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要介護（要支援）認定者数   （単位：人）

区 分 年度末現在 元年度末現在 比 較 増 減

要介護（要支援）認定者数

うち第 号被保険者数 （ （ （△

利
用
者
数

居 宅 介 護 サ ー ビ ス

地域密着型サービス

施 設 介 護 サ ー ビ ス

（注）利用者数は延べ人数である。         

歳入決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

保 険 料 △

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入 △

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入 △

合 計
   

歳出決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

総 務 費 △

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金 △

諸 支 出 金

合 計
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び負担の公平性の観点からも、未収債権については、引き続き徴収の努力を要

望する。

一般会計からの繰入金  （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

介 護 給 付 費 繰 入 金

地 域 支 援 事 業 繰 入 金

低所得者保険料軽減繰入金

そ の 他 一 般 会 計 繰 入 金 △

合 計

歳入決算額のうち、一般会計からの繰入金は 億 万 千円で、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。これは主に、低所得者の保険料の負担軽減が

強化されたため、低所得者保険料軽減繰入金が増加したことによるものである。

本年度の歳出決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千

円増加した。

歳出決算額の主なものは、保険給付費 億 万 千円で、前年度に比べ

億 万 千円増加した。これは主に、介護サービス等の給付件数が増加した

ことによるものである。

⑹ 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

本年度は、歳入決算額 万 千円、歳出決算額 万 千円で、差引き

万 千円の黒字となった。これは、翌年度以降の貸付金の原資となる。

歳入決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

繰 越 金 △

諸 収 入

合 計 △
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歳出決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 △

諸 支 出 金 △

合 計 △

本年度の貸付状況は、 件で 万 千円であり、その内訳は、母子福祉資

金貸付金が 件で 万 千円、寡婦福祉資金貸付金が 件で 万 千円とな

っている。

なお、貸付金の償還については据置期間が設定されているため、請求権が発

生するまでの間、貸付元金は財産調書上の債権に計上されることになる。

諸支出金 万 千円は、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 年法律第

号）第 条第 項の規定に基づき、一般会計へ繰り出されたものである。

また、本年度の市債の元金償還額は 万円で、その結果、元金の年度末残高

は 億 万 千円となった。

貸付金元利収入の収入状況 （単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

年

度

現 年 度 分 ―

滞 納 繰 越 分

合 計

元

年

度

合計

（現年・滞繰）

比 較 増 減 △ △ △

本年度の貸付金元利収入の収入済額は 万 千円で、前年度に比べ 万

千円増加した。また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇し

た。

未収債権については、引き続き徴収率の向上に努められたい。
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⑺ 後期高齢者医療特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、差

引き 万 千円の黒字となった。黒字額は出納整理期間中に収入となった本年

度分の後期高齢者医療保険料等であり、翌年度に奈良県後期高齢者医療広域連

合（以下「広域連合」という。）に負担金の一部として支出することになる。

本年度末の被保険者数は、次表のとおりである。

被保険者数  （単位：人）

区 分 年度末現在 元年度末現在 比 較 増 減

被 保 険 者 数

歳入決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

後期高齢者医療保険料

国 庫 支 出 金 ─

繰 入 金

繰 越 金 △

諸 収 入 △

合 計

歳出決算額  （単位：円）

款 年 度 元 年 度 比 較 増 減

総 務 費

後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金

保 健 事 業 費 △

諸 支 出 金 ─ △

合 計
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本年度の歳入決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円

増加した。これは主に、後期高齢者医療保険料の収入が増加したことによるも

のである。

後期高齢者医療保険料の収入状況  （単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

年

度

現 年 度 分 ―

滞 納 繰 越 分

合 計

元

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △

本年度の後期高齢者医療保険料の収入済額は 億 万 千円で、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。これは主に、保険料の改定及び被保険者数の

増加によるものである。

また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。広域連合に

は、後期高齢者医療保険料分としては収入済額のみを負担金として支出するこ

とになっているが、未収債権については、引き続き徴収の努力を要望する。

一般会計からの繰入金  （単位：円）

区 分 年 度 元 年 度 比 較 増 減

事 務 費 繰 入 金

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金

合 計

歳入決算額のうち、一般会計からの繰入金は、 億 万 千円で、前年度に比

べ 万 千円増加した。これは主に、保険基盤安定繰入金が増加したことに

よるものである。
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なお、一般会計からは、これら繰入金のほかに高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和 年法律第 号）第 条の規定に基づき、本会計を通さず広域連合

に対して、 億 万 千円が後期高齢者医療療養給付費負担金として支出さ

れている。

本年度の歳出決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増

加した。これは主に、後期高齢者医療保険料等の増加により広域連合に支出す

る後期高齢者医療広域連合納付金が増加したことによるものである。
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４４ 財財産産にに関関すするる調調書書

財産については、出納整理期間がないため、年度末の計数は全て 月末日現

在の数値である。

⑴ 公 有 財 産

本年度末の公有財産の状況は、次表のとおりである。

公有財産の状況
  

区 分 年度末現在高 元年度末現在高 差 引 増 減 高

土
地
（
㎡
）

行 政 財 産

普
通
財
産

宅 地 ・ 溜 池 等 △

山 林 ―

合 計

建
物
（
㎡
）

行 政 財 産

普 通 財 産 △

合 計

物 権（㎡） ―

有 価 証 券（円） ―

出資による権利（円） ―

（注） 物権は山林の地上権である。

山 林   （単位：㎡）

土 地 の 権 利 の 区 分 年度末現在高 元年度末現在高 差 引 増 減 高

所 有 ―

地 上 権 ―

合 計 ―

行政財産（土地）が増加した主な理由は、史跡大安寺旧境内保存用地の取得

によるものである。

行政財産（建物）が増加した主な理由は、一条高等学校講堂の新築によるも

のである。
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普通財産（土地）が減少した主な理由は、近鉄大和西大寺駅南側市有地の売

払いによるものである。

普通財産（建物）が減少した主な理由は、鶴舞こども園の「公私連携園」へ

の移管に伴う園舎の無償譲渡によるものである。

⑵ 物 品

取得価格 万円以上の物品について、前年度末現在 点で、本年度中に

点増加し、 点減少したことにより、本年度末現在 点と前年度に比べ

点増加した。増加した主な理由は、 検査機器、学校給食個人トレイ用消毒

保管機等コロナ対策関連の物品を多数取得したことによるものである。

⑶ 債 権

本年度末現在額は 億 万 千円となり、前年度に比べ 万 千円減少し

た。これは、母子父子寡婦福祉資金貸付金において、新規等貸付けが 万

千円あったものの、貸付金償還の据置期間が終了した債権 万 千円が、母

子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計に移行したことによるものである。

⑷ 基 金

本年度の基金の状況は次表のとおりであり、 億 万円が積み立てられ、

億 万円が取り崩されている。

積立ての主なものは、奈良市介護給付費準備基金 億 万 千円、奈良市財政

調整基金 億 万 千円及び奈良市心のふるさと応援基金（以下「ふるさと基金」

という。） 億 万 千円である。なお、ふるさと基金の積立ての原資となる奈

良市心のふるさと応援寄附金の使途に、コロナ対策支援として本年度に新たに

設けられた「貧困家庭の支援」「教育環境の改善」「医療体制の充実」に 億

万 千円の寄附金が寄せられ、コロナ対策として迅速に対応する必要があ

ることから、一部を除きふるさと基金には積み立てずに本年度の事業に直接充

当されている。

また、篤志家からの寄附等により奈良市福祉基金に 万円及び奈良市教

育振興基金に 万 千円が積み立てられている。

取崩しの主なものは、次のとおりである。
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ふるさと基金においては、平成 年、平成 年及び令和元年中に受けた寄附

を基に、 億 万 千円を取り崩し、文化財の保存及び活用事業等に充当され

ている。

奈良市国民健康保険財政調整基金においては、 億 千万円を取り崩し、前年

度の奈良市国民健康保険特別会計へ繰り入れられている。

―  46  ―



―  47  ―



５５ むむすすびび

本年度の決算は、コロナの影響もあり自主財源が減少したことや、コロナ対策

関連に多くの事業が実施されるなど、一般会計、特別会計における歳入、歳出か

ら財産調書に至るまでのあらゆる側面において、コロナの影響が反映された異例

の決算内容となっている。

一般会計決算は、主にコロナ対策関連の約 億円の補正予算が組まれたこと

により、歳入決算額が 億 万 千円、歳出決算額が 億 万 千円と

なり、ともに過去最高額となった。

一般会計における実質収支額は 億 万 千円の黒字となり、うち 億円が

財政調整基金に積み立てられた。財政調整基金については、残高が中核市の中に

おいて最下位レベルである深刻な状況は継続しているが、 年連続で取崩しが行

われることなく、また、法定積立額を 億 千万円上回る額が積み立てられており、

本市財政の健全な運営に向けての姿勢については評価できるところである。

そこで、黒字となった要因を考察する。コロナの影響による歳入の減少や歳出

の増加の影響が危惧されるところではあったが、歳入については地方交付税をは

じめ、減収補塡債や猶予特例債で手当され、歳出については補助金や交付金の国

庫支出金が充てられることにより、赤字要因は抑えられている。その上で、黒字

要因を分析すると、概算払の国庫支出金等の精算に伴う、翌年度における返還金

相当額によるもの、コロナの影響による事業中止等による不用によるものが大き

いと考えられる。

黒字の要因となる不用については、所期の目的を達成した上での、効率的な事

務執行の結果として執行額が抑制されたものが理想であるため、一層の創意工

夫を図られたい。

次に、歳入、歳出それぞれの内訳を前年度と比較すると、歳入の財源構成（

頁参照）では、国庫支出金等の依存財源の割合が拡大したことから、個人市民税、

法人市民税等の市税等の自主財源の割合が縮小している。

歳出の性質別構成（ 頁参照）では、補助費等のその他の経費の割合が拡大し

たことから、人件費、扶助費等の義務的経費の割合が縮小している。

これらの構成比率の大きな変動は、コロナの影響に対する生活支援のための
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人当たり 万円の特別定額給付金事業に係る事業費と、その財源として国庫支

出金である給付事業費補助金の収入があり、歳入歳出ともに 億円を超えるも

のであったためである。

性質別構成の構成比率が大きく変動したその他の要因として、コロナ対策関連

の様々な事業がある。主なものは、プレミアム付商品券発行事業、 スクール

構想に係る児童生徒 人 台端末の整備事業、県からの休業要請等に応じた事業者

に対する新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金、感染症対策検査体制整備事

業等、感染拡大防止と経済対策の両面での施策が展開されている。これらは、特

別定額給付金事業と同様に、国において新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金等の財政措置が講じられたことにより、それらを財源として実施され

たものであり、本年度決算においては本市財政への悪影響は最小限に留まったと

いえる。

これらの事業の実施は、その多くが緊急を要するものであったと思われるが、

予算の見積りや、契約事務等の手続について無理がなかったかなどについては改

めて検証することが必要である。

動向が注目される経常収支比率は ％となり、前年度に続き改善がみられた。

これは、あくまでコロナの影響による一時的な税収入の減少に対する措置として、

減収補塡債や猶予特例債といった財源の増加等があったことにより指標の悪化要

因が排除された上での数値であることに留意する必要がある。

現時点においてもコロナの推移は予断を許さず、コロナ禍の継続や、拡大がさ

らに進む可能性もあり、国の財政赤字の急増とともに今後は市財政への悪影響が

生じることも危惧される。

そのため今後の行財政運営については、本年度の経験を踏まえ、いかに健全で

持続可能なものとするかが課題となる。従来から述べてきた歳入の確保と歳出の

削減といった基本的な姿勢を保持することはもちろんであるが、さらにコロナ拡

大によって生じた新しい生活様式に対応する効率的な業務の遂行やサービスの提

供を前提とした新たな財政健全化、行財政改革への取組を促進されるよう要望す

る。
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令令和和２２年年度度

奈奈 良良 市市 公公 営営 企企 業業 会会 計計

決決 算算 審審 査査 意意 見見 書書

奈奈 良良 市市 監監 査査 委委 員員





奈 監 第 ３ ９ 号

令和３年７月２８日

奈良市長 仲 川 元 庸 様

奈良市監査委員 東 口 喜代一

同 中 本 勝

同 山 本 憲 宥

同 伊 藤 剛

令和２年度奈良市公営企業会計決算審査意見書の提出について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定により審査に

付された、令和２年度奈良市水道事業会計、奈良市下水道事業会計及び奈良市病院事

業会計の決算について審査した結果、次のとおりその意見書を提出します。





令和２年度奈良市公営企業会計決算審査意見書

目 次

第１ 審 査 対 象

第２ 審 査 期 間

第３ 審 査 方 法

第４ 審 査 結 果

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

注 １ 本書に用いる千円単位の数値は単位未満を四捨五入、また、比率は小数点以下第 位を

四捨五入した。したがって、合計と内訳の計、差引等が一致しない場合がある。

注 ２ 文中に用いるポイントとは、パーセンテージ間又は指数間の単純差引数値である。

注 ３ 該当数値はあるが単位未満のものは、正負の符号にかかわらず「 」で表示した。

注 ４ 皆無又は該当数値なしの場合は「－」で表示した。

注 ５ 各会計における資本的収支については、消費税及び地方消費税を含んだ数値で記載した。

注 ６ 水道事業会計に用いる類似都市とは、水道事業においては給水人口 万人以上（東京

都及び政令指定都市を除く。）の水道事業、都祁水道事業においては給水人口 千人以上

万人未満の水道事業、月ヶ瀬簡易水道事業においては地方公営企業法適用の給水人口

千人以下の簡易水道事業とする。なお、類似都市平均は総務省作成の地方公営企業決算

資料による数値である。

注 ７ 水道事業会計及び下水道事業会計の各表において、「水道」は平成 年 月 日合併以前の

旧奈良市区域における水道事業、「都祁」は都祁水道事業、「月ヶ瀬」は月ヶ瀬簡易水道

事業、「公共」は公共下水道事業、「農集」は農業集落排水事業の略称である。

注 ８ 各表中に用いる年度の元号について、 年度は「平成」、その他は「令和」を省略して

いる。





第第１１ 審審 査査 対対 象象

令和２年度奈良市水道事業会計決算

同 奈良市下水道事業会計決算

同 奈良市病院事業会計決算

第第２２ 審審 査査 期期 間間

令和３年６月３日から同年７月２８日まで

第第３３ 審審 査査 方方 法法

各会計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類について、地方公営企業法施行

令（昭和２７年政令第４０３号）第９条に規定する会計の原則に準拠して作成され、

事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうか、また、当事業が経済

性を発揮し、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されたかどう

かを検証するため、関係帳票の照合等を行うとともに、関係者から説明を求め、併

せて定期監査及び例月現金出納検査の結果を参考として審査を実施した。

第第４４ 審審 査査 結結 果果

審査に付された各会計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類は、地方公営企

業法等関係法令におおむね準拠して作成されており、当事業の経営成績及び財政状

態は一部を除き適正に表示されているものと認めた。また、事業の管理運営につい

ては、地方公営企業の経営の基本原則に従い、おおむね適正に執行されているもの

と認めた。

各会計の審査結果に付して記述すべき意見は、次のとおりである。
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水 道 事 業 会 計

１１ 本年度の業務実績は、次表のとおりである。

区 分 ２年度 元年度 比較増減

水

道

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥） △

緑 ヶ 丘 浄 水 場 △

木 津 浄 水 場

県 営 水 道

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％）

有収水量 給水人口（㎥ 人）

都

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥）

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）

月
ヶ
瀬

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸） △

給 水 量（㎥） △

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人） △
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全

体

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥） △

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％）

有収水量 給水人口（㎥ 人）

（注）

給水人口 人 有収水量 ㎥

給水普及率 ＝―――――――――――× 有収率 ＝――――――――――×

給水区域内人口 人 給水量 ㎥

有収水量とは、料金徴収の対象となった水量をいう。

２２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

耐震化事業については、平成 年度から か年の継続事業として実施されてい

た平城西配水池更新工事及び令和元年度から か年の継続事業として実施されて

いた飛鳥配水池更新工事がそれぞれ 竣
しゅん

工した。また、緑ヶ丘浄水場高架水槽更

新工事が、令和元年度から令和 年度までの か年継続事業として実施されてい

る。

施設整備事業については、曝
ばっ

気
き

循環設備の故障を未然に防止する目的で、須川

ダム貯水池水質保全設備更新工事が、令和元年度から か年の継続事業として実

施された。

老朽管改良事業については、老朽管を改良して安定給水を図るための配水支管

改良工事及び公共下水道築造等に伴う配水支管移設工事等 件が実施された。

鉛給水管布設替事業については、鉛管の解消対策として、「鉛給水管布設替実

施計画（平成 年 月策定）」に基づき、残存割合の高い地区を対象に、布設替

工事が か所において実施された。また、早期の鉛管解消を図るため、給水装

置所有者による鉛給水管布設替工事に対する補助金交付制度が前年度から開始

され、本年度は 件に対し交付された。
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３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

  
（単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

総 収 益 ※Ⅰ △ △

営業収益 △ △

給 水 収 益 △ △

受託工事収益

工 事 負 担 金

手 数 料 △ △

営業外収益

受 取 利 息

他会計補助金 △ △

長期前受金戻入 △ △

下水道使用料徴収負担金 ※Ⅰ ― 皆増

雑 収 益 △ △

特別利益

固定資産売却益 ― 皆増

過年度損益修正益 △ △

その他特別利益 ― 皆増

総 費 用 ※Ⅰ △ △

営業費用 ※Ⅰ △ △

原水及び浄水費 △ △

配 水 費 △ △

給 水 費

施 設 管 理 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費 △ △

東 部 管 理 費 △ △

都 管 理 費 △ △

月ヶ瀬管理費

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費
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営業外費用 △ △

支 払 利 息 △ △

ダ ム 負 担 金 △ △

雑 支 出

特別損失

過年度損益修正損

当年度純利益 ※Ⅰ △ △

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額 ― △ 皆減

当年度未処分利益剰余金 ※Ⅰ △ △

（注）※Ⅰの数値は、後述する下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味していない数値である。

総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純利益は 億

万 千円となり、前年度に比べ 万 千円の減少となった。

なお、前年度繰越利益剰余金 億 万 千円を加えた当年度未処分利益剰余金

は、 億 万 千円となった。

総収益の内訳は、営業収益 億 万円、営業外収益 億 万 千円及び特

別利益 億 万円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。これは主に、在宅

勤務の増加等により家庭用水の使用量が増加したものの、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響に対する一般家庭への生活支援及び事業者への営業支援として、

令和 年 月分及び同年 月分の水道料金のうち、基本料金を減免したことなどによ

り、給水収益が減少したことによるものである。

営業外収益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、市長

部局からの申入れにより他会計補助金が減少したものの、下水道事業会計から、

中断していた下水道使用料徴収負担金を受けたことによるものである。

特別利益は、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。これは主に、遊休地

となっていた旧送水管路用地の換地の売却額が帳簿価格を上回ったため、固定資

産売却益が計上されたことによるものである。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万 千円

及び特別損失 万 千円となっている。
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営業費用は、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。これは主に、前年

度において、須川ダム耐震性能照査業務委託が行われたが、本年度はなくなった

ことなどにより、原水及び浄水費が減少したことによるものである。

なお、総係費の委託料に、公営企業会計システムプロトタイプ開発業務委託料

万円及び公営企業会計システムプロトタイプ導入委託料 万円が含まれている。

しかし、当該システムの開発は、業務をより効率的又は効果的に遂行することを

意図としたものであることからすると、開発費用を含めた当該システムに係る経

費は資産に計上する必要がある。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、比奈

知ダム建設事業割賦負担金及び企業債が元利均等償還方式であることから、元金

償還が進むことに伴い支払利息が逓減していくことなどにより、ダム負担金（利

息）及び支払利息が減少したことによるものである。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、過年度に

おける集合住宅等 棟の戸数計算誤りによる、水道料金の差額の還付により、過年

度損益修正損が計上されたことによるものである。

〇下水道使用料徴収負担金の「会計処理方法」と「あるべき金額」について

【監査委員の見解】

下水道使用料徴収負担金による収入 億 万 千円（税込金額）が営業外収益で

計上され、また、営業費用には下水道事業会計が負担した下水道使用料徴収負担

金相当額を含めて計上されたままになっていた。これは、正しくは営業費用から

控除されるべきものであり、水道事業会計の収益に対応している営業費用は上記

金額だけ過大に表示されているだけでなく、 億 万 千円（税込金額）は水道・

下水道の両事業会計に重複して計上されていることになる。

さらに、上述の 億 万 千円（税込金額）については、本来下水道事業会計が

負担すべき金額である 億 万 千円（税込金額）の 分の である。企業局は、下

水道使用料の改定に係る議会における説明において、下水道使用料徴収負担金と

して、約 億円が必要であることをその算定根拠としており、企業局自らが認めた

ものである。この点から 分の にする理論的根拠はない。これらの結果、水道事

業会計における営業費用は 億 万 千円（税込金額）が過大計上となるため、こ

れに係る修正をするべきであった。（詳しくは、 頁 下水道事業会計「３－３ 下

水道使用料徴収負担金について」【監査委員の見解】に記載）
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４４ 本年度の有収水量１㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。

（ただし、※Ⅱの数値は下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値である。）

    
（単位：円 ㎥）

 区 分 年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

 

水

道

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
△

 販 売 利 益 △

 

都

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
△

 販 売 利 益 △ △ △

 

月
ヶ
瀬

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
 販 売 利 益 △ △ △ △

 

全

体

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△ ―

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
※Ⅱ △ ―

 販 売 利 益 △ ―
 （注）全体分の計算式

給水収益 円

供給単価 円／㎥ ＝ ──────────────

有収水量 ㎥
 

 総費用 ※Ⅱ 円 特別損失 円

受託工事費 円 長期前受金戻入 円

給水原価 ※Ⅱ 円／㎥ ＝ ─────────────────────────────

有収水量 ㎥

供給単価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭減少した。これは

主に、給水収益が減少したことによるものである。

一方、給水原価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭減少した。

これは主に、営業費用の減少により総費用が減少したことによるものである。

その結果、販売利益は全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭減少した。
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５５ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

  （単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

資 産 ※Ⅰ △ △

固定資産 △ △

有形固定資産

土 地 △ △

建 物

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置

減価償却累計額 △ △ △ △

車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ △ △ △

器 具 備 品 △ △

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 △ △

ダ ム 使 用 権 △ △

水 利 権 △ △

その他無形固定資産 △ △

投 資 ― ―

流動資産

現 金 預 金

未 収 金 ※Ⅰ △ △

貸 倒 引 当 金 △ △ △ △

貯 蔵 品 △ △

前 払 金

その他流動資産 △ △
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金

長期未払割賦金 ― △ 皆減

流動負債

企 業 債

ダム割賦負担金 △ △

未 払 金

前 受 金

賞 与 引 当 金 △ △

預 り 金

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本 ※Ⅰ

資 本 金

剰 余 金 △ △

資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 △ △

水道老朽施設更新積立金 ― ―

当年度未処分利益剰余金 ※Ⅰ △ △

（注）※Ⅰの数値は、下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味していない数値である。

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、減価償却によるダム使用権の減少により、無形固定資産が減

少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、償還により長期未払割賦金が減少したことによるものである。

資本総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加となっ

た。これは、当年度純利益を計上したことによるものである。
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〇下水道使用料徴収負担金の修正による簿外債権について

【監査委員の見解】

下水道使用料徴収負担金の修正により、下水道事業会計に対する未収金、億

万 千円（税込金額）が簿外債権となっている。したがって、貸借対照表の修

正仕訳が必要となる。

６６ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

  単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不用額

資本的収入

企 業 債

固定資産売却代金

補 助 金 ―

負 担 金

分 担 金

資本的支出

建 設 改 良 費

固定資産取得費 ―

企業債償還金 ―

長 期 割 賦 金 ―

予 備 費 ― ―

差 引 金 額 △

△

※翌年度繰越額に

係る財源充当額

円を除く

資本的収入の決算額は、 億 万円で、主なものは、施設更新事業等の企業

債 億 万円、他会計補助金等の負担金 億 万円及び施設分担金等の分担

金 億 万 千円である。なお、固定資産売却代金 万 千円は、遊休地となって

いた旧送水管路用地の換地の売却額のうち帳簿価格相当分である。

資本的支出の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、次のとおりである。

建設改良費は、佐紀町～法華寺町地内口径 粍配水本管更生工事等 億

万 千円である。なお、建設改良費の西大寺小坊町・西大寺本町地内口径 粍配

水支管改良工事の委託等 億 万 千円が翌年度へ繰り越されている。
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企業債償還金は、 億 万 千円である。

長期割賦金は、比奈知ダム建設事業割賦負担金の割賦元金であり、 億 万

千円である。

また、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万円を

除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万 千円は、繰越工事資金 万円、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 億 万 千円、過年度分損益

勘定留保資金 億 万 千円で補塡されている。

７７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。
  （単位：円）

区 分 年度 元年度 比較増減

前年度末残高 △

本年度借入額

本年度償還額

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、これは主に、施設更新事業 億 万円、

水資源機構割賦負担金繰上償還 億 万円及び水道管路耐震化事業 万円

である。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、本年度末残高は 億 万 千

円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

８８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（ただし、※Ⅱの数値は下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値である。）
   

（単位：円）

区 分
金 額

年度 元年度 年度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） ※Ⅱ

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ △
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支払利息

ダム負担金利息

固定資産除却損

固定資産売却損 ― ―

固定資産売却益 △ ― ―

未収金の増減額（△は増加） ※Ⅱ△ △

未収消費税等の増減額（△は増加） △ ―

たな卸資産の増減額（△は増加） △

短期貸付金の増減額（△は増加） ― △

前払金の増減額（△は増加） △ △

未払金の増減額（△は減少） △ △

未払消費税等の増減額（△は減少） △ △ △

前受金の増減額（△は減少） △

預り金の増減額（△は減少） △

その他流動資産の増減額（△は増加） △

小 計

利息の受取額 ―

利息の支払額 △ △ △

合 計

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

有形固定資産の売却による収入 ―

負担金による収入

分担金による収入

合 計 △ △ △

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てる

ための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てる

ための企業債の償還による支出
△ △ △

長期割賦金の償還による支出 △ △ △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高
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本年度の水道事業における本来の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 億

万 千円の資金を生み出したことになる。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得等により

億 万 千円の資金を投入したことになり、財務活動によるキャッシュ・フロー

では、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出等により 億

万 千円の資金が減少したことになった。これらのキャッシュ・フローを合わせて

も、業務活動によるキャッシュ・フローの資金の範囲内に収まっているため、キャ

ッシュ・フローは健全な状態であるということができ、全体として本年度末の資金

は 億 万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

９９ 本年度の財務分析は、次表のとおりである。

（ただし、※Ⅱの数値は下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値である。）
   （単位：％）

 区 分 年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

 流 動 比 率 ※Ⅱ

 酸性試験比率

（当座比率）
※Ⅱ

 現 金 比 率

 自 己 資 本

構 成 比 率
※Ⅱ

 注

流動資産 ※Ⅱ 円

流動比率 ※Ⅱ ＝ ────────────── ×

流動負債 円
 

 現金預金 円 ＋

｛未収金 ※Ⅱ 円 貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ※Ⅱ ＝ ────────────────────────── ×

（当座比率） 流動負債 円
 

 現金預金 円）

現金比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円
 

 資本金 円 ＋剰余金 ※Ⅱ 円 ＋

評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ※Ⅱ ＝ ────────────────────────── ×

負債・資本合計 ※Ⅱ 円）
 

 各指標は 事業全体の数値であるが、元年度類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び

政令指定都市を除く。）の水道事業の数値を参考に表記している。
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流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇し

た。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これらは、基本的に 年以内に現

金化し、支払うことができる流動資産をどの程度保有しているかを示す指標であ

り、本年度の各比率が上昇した主な理由は、流動資産である現金預金が増加した

ことによるものである。

また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割

合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、資本

金が増加したことによるものである。

本年度の損益分析は、次表のとおりである。

（ただし、※Ⅱの数値は下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値である。）

    
（単位：％）

 区 分 年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

 総資本利益率 ※Ⅱ △

 総 収 支 比 率 ※Ⅱ

 注

総資本利益率 ※Ⅱ

当年度経常利益 ※Ⅱ 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（ 円）＋

期末負債（ 円）＋期末資本（※Ⅱ 円） ｝÷
 

 総収益 ※Ⅱ 円

総収支比率 ※Ⅱ ＝ ───────────── ×

総費用 ※Ⅱ 円
 

 各指標は 事業全体の数値であるが、元年度類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び

政令指定都市を除く。）の水道事業の数値を参考に表記している。
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総資本利益率は、保有する資本の運用により、どれだけ効率的に利益を生み出

しているかを表したもので、企業の収益性を総合的に判断する場合に用いられ、

高いほど良いとされている。本年度は ％となり、前年度に比べ ポイント低

下した。これは主に、営業収益の減少により当年度経常利益が減少したことによ

るものである。

また、総収支比率は、企業活動における資金調達と支払の全体的なバランスを

示し、 ％以上で、高いほど経営状態が良好であるとされている。本年度は ％

となり、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、営業収益の減少により

総収益が減少したものの、下水道使用料徴収に係る費用を営業費用から控除した

ことにより、総費用が減少したことによるものである。

本年度の施設分析は、次表のとおりである。

    （単位：％）

 区 分 年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

 

施設利用率

水 道 △

 都

 月ヶ瀬 △

        

     （単位：％）

 区 分 年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

 

負荷率

水 道

 都 △

 月ヶ瀬

        

     （単位：％）

 区 分 年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

 

最大稼働率

水 道 △

 都

 月ヶ瀬 △
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注 水道分の計算式

日平均給水量 ㎥

施設利用率 ＝ ────────────── ×

日給水能力 ㎥
 

 
 日平均給水量 ㎥

負荷率 ＝ ────────────── ×

日最大給水量 ㎥
 

 日最大給水量 ㎥

最大稼働率 ＝ ────────────── ×

日給水能力 ㎥
 

 ※ 日最大給水量（通常給水分）

水 道 ㎥／日（令和 年 月 日）

都 ㎥／日（令和 年 月 日）

月ヶ瀬 ㎥／日（令和 年 月 日）

※ 日給水能力

水 道 緑ヶ丘浄水場 ロス率 木津浄水場 ロス率 県水受水量

㎥ × ） ＋ （ ㎥ × ） ＋ ㎥＝ ㎥／日
 

 都 都 浄水場 ロス率 北部浄水場 ロス率

㎥ × ） ＋ （ ㎥ × ）＝ ㎥／日
 

 月ヶ瀬 桃香野浄水場 ロス率 月瀬浄水場 ロス率 尾山浄水場 ロス率

㎥ × ） ＋ （ ㎥ × ） ＋ （ ㎥ × ）＋

石打牛場浄水場 ロス率

㎥ × ）＝ ㎥／日

各指標について、水道分でみると次のとおりであった。

施設が有効に利用されていることを示す施設利用率は ％となり、前年度に

比べ ポイント低下した。

次に、 ％に近いほど水道事業の施設効率が良いとされる負荷率は ％とな

り、前年度に比べ ポイント上昇した。

また、最大稼働率は ％となり、前年度に比べ ポイント低下した。

本年度は、負荷率については、令和元年度類似都市平均を上回っており、施設

効率は良いといえる。しかし、施設利用率及び最大稼働率は、令和元年度類似都

市平均を下回っている。これは、給水人口の減少により、結果として設備への投

資が過大となっていることを示している。
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本年度の有収率は、次表のとおりである。

   （単位：％）

区 分 ２年度 元年度 比較増減
元年度

類似都市平均

有収率

水 道

都 △

月ヶ瀬 △

全 体 ―

注 全体分の計算式

有収水量 ㎥

有収率 ＝ ────────────── ×

給水量 ㎥

有収率は、全体で ％となり、前年度に比べ ポイント上昇した。これは

主に、前年度にあった、有収水量にならない大規模工事の実施に伴う洗管が、本

年度はなかったため、給水量が減少したことによるものである。

有収率の向上に向けては従来から努力されており、本年度も漏水調査が延長

及び調査に伴う修繕等の漏水防止対策が実施されている。しかし、有収率は

年前（ ）と比較してもほぼ横ばいであり、大きな向上は見られないため、

より一層、有収率の向上に努められたい。

本年度の水道料金の過年度分収入状況は、次表のとおりである。
   

（単位 円）

区 分 年度 元年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額 △

増 減 額 △ △

収 入 額

不 納 欠 損 額

本 年 度 末 過 年 度 未 収 額 △

（注 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。
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本年度末過年度未収額は、 万 千円であり、前年度に比べ 万 千円減

少したが、不納欠損額は増加している。未収債権については、引き続き徴収の努

力を要望する。

なお、水道料金債権については、消滅時効は 年とされているが、本市では水

道料金と下水道使用料を併せて徴収しているため、消滅時効が 年である下水道

使用料と併せて不納欠損処分を行っている。しかし、時効が到来した年度ではな

く、時効到来の翌年度に不納欠損処分を行っている事例が見受けられるため、不

納欠損処分は時効到来年度に適正に行うよう改められたい。

むむすすびび

（経営成績については下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味している。）

本年度の経営成績をみると、総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万

千円で、差引き 億 万 千円の当年度純利益を計上している。

本年度は、遊休地の売却により、固定資産売却益を 億 万 千円計上し、下水

道使用料徴収負担金 万 千円は受けたものの、誤って営業外収益に計上して

いる。新型コロナウイルス感染症拡大の影響に対する支援対策として、水道料金

の基本料金を か月分減免したことなどにより、給水収益が前年度に比べ 億

万円減少し、総収益は、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。一方で、

下水道使用料徴収費用の控除、委託料の減少等により、総費用が、前年度に比べ

億 万円の減少となった。その結果、当年度純利益は、前年度に比べ 万

千円の増加となった。減免による給水収益の減少は、本年度における一時的なも

のであるが、中長期的にも人口減少及び節水意識の向上等により給水収益の増加

は見込めない状況である。

資本的収支においては、継続工事の耐震化事業、老朽管改良事業の工事が実施

され、建設改良費が、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

現在、利益剰余金が計上されているが、給水収益の減少並びに施設更新及び耐

震化事業等の実施は、今後も財政を圧迫すると考えられることから、将来にわた

り水道の安定供給及び健全な経営を両立するため、引き続き計画的に施設の更新

事業を行うとともに、経費の削減に努められ、効率的な経営を行われたい。

加えて、水道料金と一括して徴収事務を行っている下水道使用料の徴収経費に

ついて、下水道事業会計は応分の負担をすべきである。それ以外にも、人件費、
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減価償却費、公営企業会計システムプロトタイプ導入委託料等の下水道事業会計

と共通して発生する費用については按
あん

分すら行われていない。このことは、これ

までも繰り返し指摘してきたところであるが、水道事業会計と下水道事業会計に

は共通して発生する費用があり、この対象となる費用は人件費、物件費等の多岐

にわたり、金額的な重要性も高いものと考えられる。しかし、現状では水道・下

水道両事業会計のほとんどの共通経費を水道事業会計が負担しており、適切に按

分計算がなされていない。企業局における共通経費の按分計算は、両会計の経営

成績と財政状態の正確な把握にとって重要である。したがって、当該事業年度に

おける両会計に専属する収益、費用の総額、人件費の総額、職員数の割合等当該

経費の性質に従った基準によってこれを按分して整理し、経営成績と財政状態の

正確な把握を通じて、効果的かつ効率的に事業を継続して運営されるよう要望す

る。

なお、県域水道一体化のための判断においても、共通経費の按分を現状の負担

能力主義によらず、上述の合理的な按分基準に基づいて共通経費が按分された財

務諸表の情報を基に判断するべきである。下水道事業会計が負担するべき経費を

水道事業会計が負担した経営成績の結果の財政状態を、県域水道を一体化した企

業団が引き継ぐことの不合理性をなくさなければ、後顧の憂いを断てないと考え

る。

また、平成 年に発生した水道管破裂による斜面崩落事故に関して、令和 年

月 日付けで 億 万 千円の損害賠償を求める訴訟が提起されている。本件に

ついては、事故発生当初から、地権者と補償についての交渉が行われてきたもの

である。会計に関する書類に注記しなければならない事項は、地方公営企業法施

行規則（昭和 年総理府令第 号）第 条第 号において、予定貸借対照表等に関

する注記として、「保証債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに

準ずる債務（予定貸借対照表等の負債の部に計上したものを除く。）があるときは、

当該債務の内容及び金額」とされている。本件に関しては、補償交渉の段階から、

会計に関する書類における注記を行う必要があったものと考える。今後同様の案

件が発生した場合には、注記を行い、適切な情報開示に努められたい。
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下 水 道 事 業 会 計

１１ 本年度の公共下水道事業及び農業集落排水事業の業務実績は、次表のとおり

である。

注 公共下水道事業とは、主として市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水を排除し、

又は処理するために市が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続し、

きれいにして川に戻す事業をいう。

農業集落排水事業とは、精華地区、田原地区、東部第１地区（須川町ほか）、東部第２地区（柳

生町ほか）、石打地区、尾山地区及び長引地区の生活環境の向上・農業用水の水質保全等を目的と

して、各家庭のトイレ・台所・風呂場等から出た汚水を処理場に集め、きれいにして川に戻す事業

をいう。

区 分 年度 元年度 比較増減

公

共

処 理 区 域 面 積 （ ）

行 政 区 域 内 人 口 （ 人 ） △

処 理 区 域 内 人 口 （ 人 ） △

普 及 率 （ ％ ）

水 洗 化 人 口 （ 人 ）

水 洗 化 率 （ ％ ）

有 収 水 量 （ ㎥ ）

農

集

処 理 区 域 内 人 口 （ 人 ） △

水 洗 便 所 人 口 （ 人 ） △

水 洗 化 率 （ ％ ）

有 収 水 量 （ ㎥ ）

（注）

 処理区域内人口 人 水洗化人口（水洗便所人口） 人

普及率 ）＝ ────────――× 水洗化率 ＝ ──────────――――×

行政区域内人口 人 処理区域内人口 人

２２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

公共下水道の普及促進事業については、環境改善のため公共下水道築造工事 件

並びに関連委託 件及び関連工事 件が実施された。

管渠長寿命化計画による改築については、下水道管渠の経年劣化に伴う事故の

発生やライフラインの機能停止を未然に防止し、維持管理費用の最少化を図るた

め、奈良市下水道長寿命化計画（平成 年度からの か年計画）に基づき、管渠改
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築工事が計画延長 ｍのうち、本年度を含む 年間で累計 ｍ実施された。

管渠改良事業については、老朽化したマンホール蓋による事故等を未然に防ぐ

ため、奈良市公共下水道マンホール蓋長寿命化計画（平成 年度からの か年計画）

に基づいたマンホール蓋の取替工事が、下水道長寿命化支援制度による国庫補

助を活用するなどして、計画箇所 か所のうち、本年度を含む 年間で累計

か所実施された。

なお、両計画は本年度をもって終了したが、両事業とも今後策定される奈良市

公共下水道ストックマネジメント計画に引き継がれる予定である。

３３‐‐１１ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

  
（単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

総 収 益

営業収益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金 △ △

そ の 他 営 業 収 益

営業外収益

受取利息及び配当金 △ △

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国庫補助金及び交付金 △ △

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益 △ △

特別利益

過年度損益修正益 △ △

そ の 他 特 別 利 益

総 費 用 ※Ⅰ

営業費用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費
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処 理 場 費 △ △

普 及 指 導 費

業 務 費 ※Ⅰ

総 係 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費 △ △

流域下水道管理費

営業外費用 △ △

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費
△ △

雑 支 出

特別損失 △ △

過年度損益修正損 △ △

当年度純利益 ※Ⅰ △

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金 ※Ⅰ △ △

（注）※Ⅰの数値については、後述する下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味していない数値である。

総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万円で、当年度純利益は 億

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。

なお、前年度繰越欠損金 億 万 千円を加えた当年度未処理欠損金は、

億 万 千円となった。

総収益の内訳は、営業収益 億 万 千円、営業外収益 億 万 千円及

び特別利益 万 千円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。これは主に、令和

年 月分から下水道使用料が改定されたことに加え、在宅勤務の増加等により家

庭用水の使用量が増加したことにより、下水道使用料収入が増加したことによる

ものである。

営業外収益は、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。これは主に、こ

れまで資本的収入で受けていた他会計補助金の一部を収益的収入で受けるという、

会計方針の変更を行ったことにより、他会計補助金が増加したことによるもので

ある。

この資本的収入から収益的収入への会計方針の変更について、企業局から説明
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はあったが、「正当な理由」には該当しないと判断した。したがって、この会計

方針の変更は継続性の原則に反するものである。さらに、これまで資本的収入で

受けていた他会計補助金は企業債償還に充てられていたことから、この「正当な

理由」の認められない会計方針への変更により、健全化判断比率である将来負担

比率が、表面上は改善する方向に影響を受けることになると考える。

また、生活保護受給者の下水道使用料を減免したことに対する一般会計からの

補塡分を、これまで他会計補助金として収入していたが、本年度から下水道使用

料として収入するとの会計方針の変更があった。

特別利益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、貸倒引当

金戻入益により、その他特別利益が増加したことによるものである。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万円及

び特別損失 万 千円となっている。

営業費用は、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。これは主に、企業

会計の独立性を担保するため、本年度から下水道使用料徴収負担金を支払うこと

としたことにより、業務費が増加したことによるものである。この下水道使用料

徴収負担金は、水道事業会計が、下水道使用料と水道料金とを一括して徴収事務

を行っているため、メーター検針費用等の共通経費のうち応分の費用を、負担金

として下水道事業会計から水道事業会計に支払うものであるが、平成 年度以降

は水道事業会計で全額を負担していた。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、企業

債が元利均等償還方式であることから、元金償還が進むことに伴い支払利息が逓

減していくことなどにより、支払利息及び企業債取扱諸費が減少したことによる

ものである。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、過年度分

の、生活保護受給者に対する下水道使用料の減免に伴う還付額を、前年度まで特

別損失に計上していたが、本年度から会計方針を変更し、一般会計からの補塡を

予定とした立替金に計上したことによるものである。
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３３‐‐２２ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

  （単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

建 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置

減価償却累計額 △ △ △ △

車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ △ △ △

器 具 備 品 △ △

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定 △ △

無形固定資産 △ △

施 設 利 用 権 △ △

流動資産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ △

前 払 金

その他流動資産

負 債 ※Ⅰ △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金

流動負債

企 業 債 △ △

未 払 金 ※Ⅰ

賞 与 引 当 金

預 り 金 ― △ 皆減
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繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本 ※Ⅰ△ △

資 本 金 ― ―

剰 余 金 △ △

資 本 剰 余 金 ― ―

欠 損 金 △ △

当年度未処理欠損金 ※Ⅰ △ △

（注）※Ⅰの数値については、後述する下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味していない数値である。

資産総額は、 億 万円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。

これは主に、管渠施設等の構築物における減価償却累計額の増加により、固定資

産が減少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、償還により企業債残高が減少したことによるものである。

資本総額は、△ 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加とな

った。これは、当年度純利益を計上したことにより、欠損金が減少したことによ

るものである。

平成 年度から引き続き、本年度も負債総額が資産総額を上回り、債務超過の

状態となっている。

また、建設仮勘定については、平成 年度の「公共下水道築造工事に伴う実施

設計業務委託」が計上されたままになっていた。このことについては、地元住民

の一部で反対があり、工事ができない状態とのことであるが、資産性を示す根拠

が曖昧で、将来的に工事を行う可能性が明確でない。資産性がないと判断される

ものは建設仮勘定から除却し、原則として特別損失として会計処理されたい。
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３３‐‐３３ 下水道使用料徴収負担金について

【監査委員の見解】

下水道使用料徴収負担金は当初予算 億 万 千円（税込金額）が計上され、決

算額は本来の発生額の 分の である 億 万 千円（税込金額）が計上されていた。

分の としたのは、「下水道事業会計での負担を強行すれば、電気代や職員給与

が下水道事業会計から支払えなくなる」という支払資金の不足を懸念するためと

の説明を受けた。しかし、下水道使用料徴収負担金は、本来ならば下水道事業を

継続的に運営していく上で必然的に発生する費用であり、本来の金額を 分の に

する理論的根拠はないと考える。企業局は、下水道使用料の改定に係る議会にお

ける説明においても、約 億円をその算定根拠としており、企業局自らが認めたも

のである。この点からも 分の にする理論的根拠はない。なお、地方公営企業法

施行令第 条ただし書には「一の特別会計をもつて経理する二以上の地方公営企

業のうち一がその規模において他のものに比し著しく大きい場合その他特別の事

由がある場合においては、一の地方公営企業が各地方公営企業に関連する収益及

び費用の全額をそれぞれ当該地方公営企業の収益及び費用に整理することを妨げ

ない。」とあるが、本件においては、その適用はないものと考える。

また、地方公営企業法第 条第 項によると「地方公営企業においては、その経

営成績を明らかにするため、すべての費用及び収益を、その発生の事実に基いて

計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り当てなければならない。」とあり、

この点から、業務費（負担金） 億 万 千円（税込金額）が過少計上となり、当

年度純利益は 億 万 千円となる。さらに、同条第 項によると「地方公営企

業においては、その財政状態を明らかにするため、すべての資産、資本及び負債

の増減及び異動を、その発生の事実に基き、かつ、適当な区分及び配列の基準並

びに一定の評価基準に従つて、整理しなければならない。」とあり、この点から

も未払金 億 万 千円（税込金額）の過少計上となり、簿外負債が発生すること

になる。この未払金の計上は、地方公営企業法施行令第 条によれば「地方公営

企業の現金の収支を伴う収入及び支出のうち、その債権又は債務の確定の際直ち

に現金の収納又は支払をしないものについては、未収又は未払として計理しなけ

ればならない。」とあり、これに基づいて計上する必要がある。
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４４ 本年度の有収水量１㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価は、次表のとおり

である。（ただし、※Ⅱの数値は３－３で述べた下水道使用料徴収負担金に係る

修正を加味した数値である。）

  
（単位：円 ㎥）

区 分 年度 元年度 比較増減

公

共

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 ※Ⅱ △

差 引 △

農

集

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 ※Ⅱ △

差 引 △ △

全

体

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 ※Ⅱ △

差 引 △

（注）全体分の計算式

下水道使用料 円

使用料単価 円／㎥ ＝ ────────────────

有収水量 ㎥

 

総費用 ※Ⅱ 円 特別損失 円

－ 一般会計が負担すべき経費 円

－ 長期前受金戻入 円

汚水処理原価 ※Ⅱ 円／㎥ ＝ ───────────────────────────

有収水量 ㎥

使用料単価は、全体で 円となり、前年度に比べ 円 銭高くなった。これは、

下水道使用料が増加したことによるものである。

一方、汚水処理原価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭安くなっ

た。これは主に、一般会計が負担すべき経費が増加したことによるものである。
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５５ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

  
（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不用額

資本的収入

企 業 債

他会計補助金

国庫補助金及び交付金

県 補 助 金

負 担 金 等

資本的支出

建 設 改 良 費

固定資産取得費 ―

企業債償還金 ―

差 引 金 額 △

△

※翌年度繰越額に係

る財源充当額

円を除く

資本的収入の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、資本費平準化債等

の企業債 億 万円及び下水道事業運営経費の他会計補助金 億 万 千円

である。なお、他会計補助金については、予算額は 億 万 千円であったが、

市長部局からの申入れにより、一般会計に 億円を返還したため、本年度の決算額

となっている。

資本的支出の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、企業債償還金 億

万 千円及び管渠改良費等の建設改良費 億 万 千円である。なお、建設

改良費の奈良市法蓮町～川久保町地内吉城川バイパス築造工事等 億 万 千

円が翌年度へ繰り越されている。

また、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万円

を除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万 千円は、繰越工事資金 万

千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 万 千円、過年度分

損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円

で補塡されている。
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６６ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。
  

（単位：円）

区 分 年度 元年度 比較増減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、これは、資本費平準化債 億 万円、

公共下水道事業 億 万円及び大和川流域下水道事業 億 万円である。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、本年度末残高は 億 万 千

円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

７７ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。（ただし、※

Ⅱの数値は３－３で述べた下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値

である。）
 （単位：円）

区 分
金 額

年度 元年度 年度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） ※Ⅱ △ △

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加） △ △

未払金の増減額（△は減少） ※Ⅱ △ △

未払消費税等の増減額（△は減少） △

預り金の増減額（△は減少） △ ―

その他流動資産の増減額（△は増加） △ △ △

小 計

利息の受取額

利息の支払額 △ △ △

合 計
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２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

無形固定資産の取得による支出 △ △ △

国庫補助金等による収入

受益者負担金等による収入

工事負担金等による収入 ― ―

一般会計からの繰入金による収入

合 計

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための

企業債の償還による支出
△ △ △

リース債務の返済による支出 ― ― △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少） △

資金期首残高

資金期末残高

本年度の下水道事業における本来の業務活動によるキャッシュ・フローでは、当

年度純利益を確保したことなどにより 億 万 千円の資金を生み出した。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローでは、一般会計からの繰入金による収

入等により 万 千円の資金が生じたが、財務活動によるキャッシュ・フローで

は、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出等により 億

万 千円の資金が減少した。

業務活動によるキャッシュ・フローの資金のみで、財務活動によるキャッシュ・

フローの資金を賄える状態となったため、本年度のキャッシュ・フローは改善され

たといえる。

全体として本年度末の資金は 億 万 千円となり、前年度に比べ 億 万

千円増加した。
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８８ 本年度の財務分析は、次表のとおりである。（ただし、※Ⅱの数値は３－３で述

べた下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値である。）

  
（単位：％）

区 分 年度 元年度 比較増減

流 動 比 率 ※Ⅱ

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）
※Ⅱ

現 金 比 率 ※Ⅱ

自 己 資 本

構 成 比 率
※Ⅱ

注

流動資産 円

流動比率 ※Ⅱ ＝ ─────────────── ×

流動負債 ※Ⅱ 円

現金預金 円 ＋

｛未収金 円 貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ※Ⅱ ＝ ───────────────────────── ×

（当座比率） 流動負債 ※Ⅱ 円

現金預金 円）

現金比率 ※Ⅱ ＝ ─────────────── ×

流動負債 ※Ⅱ 円

資本金 円 ＋剰余金 ※Ⅱ△ 円

＋評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ※Ⅱ ＝ ──────────────────────────×

負債・資本合計 円）

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇し

た。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント上昇した。

これらは、基本的に 年以内に現金化し、支払うことができる流動資産をどの程

度保有しているかを示す指標であり、本年度の各比率が上昇した主な理由は、流

動資産である現金預金が増加したことによるものである。

また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割
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合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、企業

債の償還により負債が減少したことによるものである。

９９ 本年度の損益分析は、次表のとおりである。（ただし、※Ⅱの数値は３－３で

述べた下水道使用料徴収負担金に係る修正を加味した数値である。）

  
（単位：％）

区 分 年度 元年度 比較増減

総 資 本 利 益 率 ※Ⅱ △

総 収 支 比 率 ※Ⅱ

注

総資本利益率 ※Ⅱ

当年度経常利益 ※Ⅱ 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（△ 円）＋

期末負債（※Ⅱ 円）＋期末資本（※Ⅱ△ 円） ｝÷

総収益 円

総収支比率 ※Ⅱ ＝ ────────────── ×

総費用 ※Ⅱ 円

総資本利益率は、保有する資本の運用により、どれだけ効率的に利益を生み出

しているかを表したもので、企業の収益性を総合的に判断する場合に用いられ、

高いほど良いとされている。地方公営企業法適用後、これまでマイナスの数値が

続いていたが、営業収益が増加したことで当年度経常利益が黒字になったことに

より、本年度は ％となり、わずかにプラスに転じた。

また、総収支比率は、企業活動における資金調達と支払の全体的なバランスを

示し、 ％以上で、高いほど経営状態が良好であるとされている。本年度は ％

となり、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、営業収益の増加によ

り、総収益が増加したことによるものである。
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本年度の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

下水道使用料  （単位 円）

区 分 年度 元年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

増 減 額 △ △

収 入 額

不 納 欠 損 額

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

企業局において、過年度未収額及び前年度未収額の年度ごとの内訳を修正したため、令和元年

度決算審査意見書における本表の記載内容と異なっている。

農業集落排水処理施設使用料 （単位 円）

区 分 年度 元年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

増 減 額 △ △ △

収 入 額

不 納 欠 損 額 △

本年度末過年度未収額

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。
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下水道事業受益者負担金 （単位 円）

区 分 年度 元年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

収 入 額 △

不 納 欠 損 額

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額には、納期未到来分 円を含む。

農業集落排水事業分担金 （単位 円）

区 分 年度 元年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額 ― △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額 ― ― ―

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額は、次のとおりである。

下水道使用料は 万 千円、農業集落排水処理施設使用料は 万 千円、下水

道事業受益者負担金は 万 千円及び農業集落排水事業分担金は 万円で、前年度

に比べ農業集落排水処理施設使用料においては増加したものの、下水道使用料、

下水道事業受益者負担金及び農業集落排水事業分担金においては減少した。

未収債権については、引き続き徴収の努力を要望する。

なお、不納欠損処分については、時効が到来した年度ではなく、時効到来の翌

年度に不納欠損処分を行っている事例が見受けられるため、不納欠損処分は時効

到来年度に適正に行うよう改められたい。
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むむすすびび

本年度の経営成績をみると、令和 年 月分から下水道使用料が改定されたこと

による下水道使用料収入の増加等により総収益が増加した結果、前年度に比べ大

幅な収益の改善がみられ、地方公営企業法適用となった平成 年度以降で初めて

当年度純利益を計上することとなった。

しかし、一方では施設の老朽化は進み、更新需要は今後も更に増加していくこ

とが見込まれる。今後も、適切に施設を維持、更新していくため、奈良市下水道

事業経営戦略に沿って、早急に奈良市公共下水道ストックマネジメント計画を策

定し、計画的に維持、更新を図られるとともに、より効率的な予算執行に努めら

れたい。

さて、水道事業会計と下水道事業会計には共通して発生する費用があり、この

対象となる費用は人件費、物件費等の多岐にわたり、金額的な重要性も高いもの

と考えられる。しかし、現状では水道・下水道両事業会計のほとんどの共通経費

を水道事業会計が負担しており、適切に按分計算がなされていない。企業局にお

ける共通経費の按分計算は、両会計の経営成績と財政状態の正確な把握にとって

重要である。したがって、当該事業年度における両会計に専属する収益、費用の

総額、人件費の総額、職員数の割合等当該経費の性質に従った基準によってこれ

を按分して整理し、経営成績と財政状態の正確な把握を通じて、効果的かつ効率

的に事業を継続して運営されるよう要望する。

なお、県域水道一体化のための判断においても、共通経費の按分を現状の負担

能力主義によらず、上述の合理的な按分基準に基づいて共通経費が按分された財

務諸表の情報を基に判断するべきである。下水道事業会計が負担するべき経費を

水道事業会計が負担した経営成績の結果の財政状態を、県域水道を一体化した企

業団が引き継ぐことの不合理性をなくさなければ、後顧の憂いを断てないと考え

る。
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病 院 事 業 会 計

１１ 本年度の主な業務実績及び職員数は、次表のとおりである。

なお、市立奈良病院の指定管理者は、公益社団法人地域医療振興協会（以下

「協会」という。）であり、平成 年度から利用料金制を導入している。

業務実績

区 分 年度 元年度 比較増減

入
院
診
療

年 間 延 べ 入 院 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 入 院 患 者 数（人） △

平 均 在 院 日 数（日）

病 床 利 用 率（％） △

外
来
診
療

年 間 延 べ 外 来 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 外 来 患 者 数（人） △

救
急
診
療

年 間 延 べ 救 急 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 救 急 患 者 数（人） △

う
ち
時
間
外

年 間 延 べ 救 急 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 救 急 患 者 数（人） △

注 業務実績については、協会から市に提出された資料に基づくものである。なお、令和 年度の許可

病床数は 床、入院診療日数は 日、年間延べ病床数は 床（ 床× 日）、外来診療

日数は 日である。

病床利用率＝
年間延べ入院患者数

×
年間延べ病床数
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２２ 本年度の主な事業は次のとおりである。

診療体制については、医師が 人増、看護職が 人増となり、強化が図られた。

診療機能については、県から「新型コロナウイルス感染症の重点医療機関・協

力医療機関」の指定を受けた。重点医療機関とは、病棟単位で新型コロナウイル

ス感染症患者あるいは疑い患者用の病床確保を行っている医療機関であり、協力

医療機関とは、新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定して新型コ

ロナウイルス感染症疑い患者を受け入れる医療機関である。これらの指定を受け

ることにより、医療機器の整備及び病床の確保が図られ、患者の受入要請に対応

できる体制が整えられた。

また、血液内科について、がん診療機能の強化を目的に腫瘍の専門的な診療が

開始され、名称が血液・腫瘍内科に変更された。

職員数 年度末現在、単位：人）

区 分 年度 元年度 比較増減

協

会

医師及び歯科医師 △

薬剤師、技師ほか △

看護師、助産師ほか ―

技 能 職 △ △

事 務 職

保 育 職 △ △

小 計 △

市 職 員 ― ― ―

合 計 △

（注） 協会の職員数については、協会から市に提出された資料に基づくものである。なお、括弧内の

数値は、正規職員以外の非常勤・臨時職員数で内数である。
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３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

医業収益 ① △ △

 他会計負担金 △ △

 医業費用 ②

給与費 △ △

経費

減価償却費 △

医業損失（②－①）ⓐ

医業外収益 ③

受取利息

補助金

他会計補助金

他会計負担金 △ △

長期前受金戻入

その他医業外収益 △ △

医業外費用 ④ △ △

支払利息及び

企業債取扱諸費
△ △

医業外利益（③－④）ⓑ

看護師養成事業収益 ⑤

他会計補助金

他会計負担金 △ △

その他看護師養成収益

看護師養成事業費用 ⑥

看護師養成費

看護師養成事業損失

（⑥－⑤）ⓒ
△ △

経常損失（ⓐ－ⓑ＋ⓒ）
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特別利益

貸倒引当金戻入益 △ △

その他特別利益

特別損失 △ △

過年度損益修正損 ― 皆増

その他特別損失 ― △ 皆減

当年度純損失

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

       

当年度純損失は 億 万 千円となり、前年度に比べ 億 万円増加した。

これにより、前年度繰越欠損金 億 万 千円を加えた当年度未処理欠損金

は、 億 万 千円となった。

医業収益は 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは

主に、他会計負担金として収入した特別交付税相当分のうち 万円を、市長部

局からの申入れにより一般会計に返還することとしたことによるものである。

これに対して医業費用は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円

の増加となった。これは主に、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助

金（以下「コロナ補助金」という。）の交付を受けたことにより、協会への運営

交付金が増加したことによるものである。

医業外収益は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。

これは主に、他会計負担金として収入した普通交付税相当分のうち 億 万円

を、前述と同様の理由により一般会計に返還するという減少要因があったものの、

重点医療機関及び協力医療機関の指定に伴って県から交付されるコロナ補助金

億 万 千円という増加要因があったことによるものである。

これに対して医業外費用は 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少となっ

た。これは主に、企業債の償還に係る支払利息及び企業債取扱諸費が、利率見直

し等により減少したことによるものである。

看護師養成事業収益は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の増加と

なった。これは主に、看護専門学校に所属する市職員の退職手当の支給に伴い、

他会計補助金が増加したことによるものである。

これに対して看護師養成事業費用は 億 万 千円で、前年度に比べ 万
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千円の増加となった。これは主に、前述の退職手当の支給に伴うものである。

特別利益は 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主

に、前年度において企業債償還における据置期間が終了し、建物に係る企業債の

元金償還に充てる一般会計及び協会からの負担金が減価償却費を上回ったことに

より余剰額が発生し、過去に行えなかった長期前受金の収益化が行えるようにな

ったことについて、その余剰額が増加したことによるものである。

一方、特別損失は 万 千円で、前年度に比べ 万円の減少となった。これは主

に、前年度において計上されていた固定資産除却費が、本年度はなかったことに

よるものである。

４４ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

資 産

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

立 木 ― ―

建 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

建物附属設備 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機 器 備 品 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定 ― ―

無形固定資産 △ △

リ ー ス 資 産 △ △
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資産総額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。

これは主に、電気設備等の建物附属設備における減価償却累計額の増加によって

固定資産が減少したものの、コロナ補助金事業に対する交付金の一部が、実績払

になるため年度をまたぐこととなり、未収金となったことによるものである。

負債総額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。

これは主に、コロナ補助金の交付が年度をまたぐことに伴い、協会への運営交付

金の未払金が増加したことによるものである。また、他会計負担金の一般会計へ

の返還処理が年度をまたぐため、預り金についても増加している。

流動資産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ △

負 債

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

リ ー ス 債 務 △ △

流動負債

企 業 債

リ ー ス 債 務 ― ―

未 払 金

預 り 金

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本 △ △

資本金 ― ―

剰余金 △ △

資 本 剰 余 金

欠 損 金

当年度未処理欠損金
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資本総額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円の減少となった。こ

れは主に、当年度純損失の計上により、欠損金が増加したことによるものである。

５５ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

資本的収入の決算額は 億 万 千円で、主な収入は、企業債の元金償還に充

てる一般会計及び協会からの負担金 億 万 千円である。

これに対する資本的支出の決算額は資本的収入と同額で、主な支出は、前述の

企業債の元金償還金である。

６６ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

本年度において新たな借入れはなく、元金償還額は 億 万 千円である。そ

の結果、本年度末残高は 億 万 千円となった。

（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不用額

資本的収入

企 業 債 ―

補 助 金

負 担 金

資本的支出 ―

建 設 改 良 費 ―

企業債償還金 ―

差引金額 ― ―

   （単位：円）

区 分 年度 元年度 比較増減

前年度末残高 △

本年度借入額 ― ― ―

本年度償還額

本年度末残高 △
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７７ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（注）令和 年度の「一般会計及び協会からの負担金による収入」のうち、一般会計の負担額は 円で、

協会の負担額は 円である。

本年度の病院事業における業務活動によるキャッシュ・フローでは、 万

千円の資金が増加している。

 
（単位：円）

区 分
金 額

年度 元年度 年度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ △ △

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △ △ △

長期前受金戻入額（過年度収益化分

を含む。）
△ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息及び企業債取扱諸費

固定資産除却損 ―

未収金の増減額（△は増加） △

未払金の増減額（△は減少） △

その他流動負債の増減額 △は減少 △ △

小 計 △

受取利息

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △ △

合 計 △

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産取得・建設改良事業

等実施額
― △ ―

一般会計及び協会からの負担金に

よる収入

合 計

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出 △ △ △

リース債務の返済による支出 △ △ △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少） △

資金期首残高

資金期末残高
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また、投資活動によるキャッシュ・フローにおいても、一般会計及び協会から

の負担金による収入により 億 万 千円が増加している。その一方で、財務活

動によるキャッシュ・フローにおいては、企業債の償還による支出等により 億

万 千円の資金が減少している。

本病院事業会計はその性質上、収益性に乏しい会計であることから、財務活動

によるキャッシュ・フローにおける資金不足に対して、業務活動によるキャッシ

ュ・フローの資金を充てることは見込めず、投資活動によるキャッシュ・フロー

の資金が充てられている。

全体として本年度末の資金は 億 万 千円となり、前年度に比べ 万 千

円増加した。

８８ 本年度の医業収益の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 年度 元年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額 ― ― ―

本年度末過年度未収額 △

    

市立奈良病院の指定管理においては、平成 年度から利用料金制が導入された

ことから新たな未収金は発生しないが、平成 年度以前の未収金が債権として残

っている。

なお、本年度末過年度未収額は、 万 千円を収納したことにより 万 千円と

なった。
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むむすすびび

本年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴って「新型コロ

ナウイルス感染症の重点医療機関・協力医療機関」の指定を受け、コロナ補助金

を財源として、医療機器の整備及び病床の確保を行うことで患者の受入要請に対

応できる体制を整えるなど、例年にない取組が行われた。これらの取組の多くは、

本市のみならず日本の医療の歴史の中でもかつてない異例なものであり、医療従

事者をはじめとする関係者に敬意を表したい。

さて、本年度の経営成績に目を転じると、当年度純損失において 億 万

千円という多額の損失が計上されたが、これは主に、市長部局からの申入れに

よる一般会計への返還金 億 万円が生じたためであり、一時的なものと分析

できる。併せて当年度未処理欠損金については 億 万 千円を計上している

が、本病院事業会計は、その主な収入が地方交付税を原資とする他会計負担金で

あり、また、その主な費用は当該地方交付税相当分を協会へ支払う運営交付金で

あることから収益を生む構造にない。累積している欠損金は、過去に投資を行っ

た資産の減価償却の費用化が、企業債の元金償還に充てる一般会計及び協会から

の負担金の収益化に先行していることによるものであると理解される。

また、公営企業会計である本会計の所管課は、休日夜間応急診療所等の一般会

計の会計処理も担当しているが、職員の人件費等の共通して発生する費用におい

て、病院事業会計と一般会計との間で按分されていない状況であった。病院事業

会計と一般会計との間での費用按分については、繰り返し意見を述べているが、

病院事業会計で本来負担すべき計数をつかみ、経営成績及び財政状態が正確に把

握できる会計処理を行われたい。

加えて、病院事業会計の人件費は、一般会計からの他会計補助金で賄われてい

るが、看護師養成事業費用の人件費については、その一部を協会への委託料から

控除している。医業費用においても同様に、協会に支払っている地方交付税相当

分の運営交付金から、人件費相当分を控除することについて検討されたい。

さらに、所管課は、指定管理者である協会から提出を受けた市立奈良病院の会

計報告について、管理に関する経費が指定管理者の他の経費と区分されて会計さ

れているかを確認し、経営成績及び財政状態を正確に把握した上で、効率的な病

院運営が行われるよう管理、監督されたい。

公営 ― 45 ―



また、有形固定資産（立木・建物附属設備・構築物・機器備品・機械及び装置）

の管理について、現在、施設内には市と協会のそれぞれの所有に属する資産が混

在しており、その所有区分及び所在場所が不明瞭になるリスクが高い。今後は、

新たな資産の取得や廃棄の際の台帳整理は当然のことであるが、現有資産につい

ても、その存否及び現状を現物調査し台帳の記載内容と一致しているかを計画的

に照合されたい。

なお、先に述べた新型コロナウイルス感染症に対する取組は今後も継続して行

われるものと推察される。引き続き市民の安心・安全を支える中核的医療機関と

して、市の医療を守る取組に専心されたい。
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参考 市立奈良病院財務書類（協会から市に提出された資料に基づく）

損益計算書 （単位：円・％）

項 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

事業収益 △ △

医業収益 △ △

入院収益 △ △

室料差額収益 △ △

外来診療収益 △ △

保健予防活動収益 △ △

その他の医業収益 △ △

保険調整 △ △ △ △

その他の事業収益

事業費用

材料費 △ △

期首棚卸高

医薬品費 △ △

診療材料費 △ △

医薬品消耗品費 △ △

給食材料費 △ △

期末棚卸高（△） △ △

給与費

医師給与

看護部給与

医療技術部給与

事務部給与

賞与引当金

退職年金

法定福利費

経費（委託費）

検査委託費 △ △

給食委託費 △ △

寝具委託費 △ △

医事委託費 ― ― ― ―

清掃委託費

その他委託費
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経費（設備関係）

機械賃借料

修繕費

機械保守料 △ △

減価償却費

その他 △ △

経費（その他） △ △

事業利益 △ △ △ △

事業外収益

事業外費用

経常利益

臨時収益 ― 皆増

臨時費用 △ △

税引前当期利益
     

貸借対照表 （単位：円・％）

科 目 年度 元年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

流動資産

現 金

普 通 預 貯 金 △ △

そ の 他 の 資 産 △ △

医 薬 品 △ △

診 療 材 料

医 療 消 耗 品 ― 皆増

その他流動資産 ― 皆増

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

建 物

医 療 用 機 器

器 具 備 品

車 両 ― ―

減価償却累計額

その他有形固定資産
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無形固定資産 △ △

その他の資産 △ △

繰延資産 ― ― ― ―

負 債 △ △

流動負債

買 掛 金

未 払 金

預 り 金

その他の流動負債 △ △

固定負債 △ △

長 期 借 入 金 等 △ △

正 味 財 産

元入金 ― ―

当期未処分利益
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